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研 究 概 要 
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アジア都市における 
‘場’の機能を持った道路設計・運用に関する研究開発 

横浜国立大学  

教授 中村文彦 

 
 
交通結節点徒歩圏の道路空間について、人間中心の都市活動拠点化を実現するため、大きな研究目的とし
て、(1)国際的に研究・実践が進む「場(Place)」の概念・計画・運用手法を総括し、同観点からアジア都市
における自生的な道路の利用・使用・占用状況の評価を行うこと、(2)アジア都市の自生的「場」を交通結
節点運用に組み込むことへの受容可能性を明らかにすること、(3)そうした結節点の運用を支援するツール
の提案と実用性検証を設定した。得られた成果から、国内自治体レベルで「場」の計画・運用を導入できる
技術パッケージを構築する研究開発である。 
 

 
１．研究の背景・目的（研究開始当初の背景・動機、目標等） 

本研究ではアジア都市における交通結節点徒歩圏の道路空間を,人間中心の都市活動の拠点となる「場

（Place）」として捉え直した上で,優先的に設計・再配分していくべきものとする. 
具体的には,ふさわしい交通手段として歩行者及び公共交通利用者に焦点を当て,①結節点特性別に最適な

道路の幾何構成導出方法,②地域の気候や文化的背景を反映した運用（催し等を含む利活用及び維持管理）

の観点を踏まえた道路再配分・道路付属物配置方法,及び③市民のモーダルシフトを促す広域交通計画を自

治体レベルで導入できる技術パッケージとして構築する.加えて,持続性の観点から④運用に係る人的資源

育成手法を合わせて提案する. 
さらに,技術パッケージを国内都市に適用する社会実験実施,アジア都市への実用性を踏まえたヒアリング

による評価から,効果の実証と実装に向けた課題を明らかにする. 
２．研究内容 

(1)国際的潮流における「場の機能」に関する研究とその道路行政への適用状況を明らかにした。  
(2)日本を含むアジア都市の交通結節点の運用実態調査、同観点からそうした都市における自生的な

道路の利用・使用・占用状況の評価を行うことによって既存方法論の適用可能性と課題を整理し、

技術パッケージを提案した。  

つまり、成果とする技術パッケージは、 
①基本的には、70 年代以降、都市再生の実績をあげてきた国際的な「場(Place)」の計画・運用手法

に基づくこととし、特に路上交通結節点への適用がふさわしい手法を選択、組み合わせて構築 
②他方で上記の「場」については欧米都市の議論が中心のため、アジアの文脈を考慮することが必

要であり、アジア都市の自生的「場」の利点導入及び問題緩和のための手法を示す 
こととし、国内の道路行政にも資するアウトプットとした。 
(3)上記(2)②について東南アジア都市交通結節点における社会実験を通じて、アジア都市の自生的「場」

を交通結節点運用に組み込むことへの受容可能性を明らかにし、提案パッケージの改良を行った。また、そ

うした結節点の計画・運用を支援するツールの提案と実用性を検証した。 
３． 研究成果 :下記に関連した論⽂公開、学会発表を⾏った。 
①「場の機能」総論 

→国際的潮流における「場の機能」に関する研究とその道路行政への適用状況を明らかにした。「場の機

能」に関する研究・実践は、主に英国、米国、デンマークで進んでいるが、研究の系譜、それぞれの手法の

特徴と評価指標、道路行政にて適用すべきフェーズ(計画段階,管理段階,再整備検討段階)を提示した研究は

なく、本研究においてはじめて体系的に提示した。これらの知見を活かし技術パッケージの構築を行った。 
① アジア都市における「場」のあり方提示 

① で得た、生業・あふれ出しの場の存在を前提とした歩行環境混雑度/場の質指標を用いて、ケーススタデ

ィ都市(タイ・コンケン市)における自生的な道路の利用・使用・占用状況の再評価を行い、自生的な場

が、パラトランジット利用者の歩行経路として選択されていることや若年層がそうした場のある道路環
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境を選好すること、占用物件数よりもその配置のランダムさや歩道路面のメンテナンス不備が問題の本

質であることを明らかにした。以上より、アジア都市の自生的「場」は一律規制ではなく、ポジティブ

な機能を発揮するように誘導すべきものとして、パッケージに位置付けることとした。 
 

②  自治体の道路/街路ガイドライン策定に資する「場の機能」の計画・運用に関する技術パッケージ 

→総論として①の知見を用いるとともに、②の知見を活用しながら、『研究の目的・目標』に示した下記項

目に準じてパッケージを策定した。 

 

 
図 パッケージの構成 

 
③  エネルギーハーベスティング技術センサー型ツール併設停留所の提案 

「ウオッチャー」機能を果たす道路活用主体も構成要素することで、安心して待ち時間を過ごせ

る路上結節点のあり方を示唆した。終日、停車区間や歩行者横断箇所を一般ドライバーに明示する路面

標示と合わせて、「場」としての利用需要は時間帯によって異なるため、「ウオッチャー」が可動式のエ

ネルギーハーベスティング技術センサー型ツール(特にオフピーク時の確実な停車に寄与)及び滞

在空間（ピーク時の待ち空間増設）を柔軟に管理することとした。 

同センサー型ツールは、将来の日本国内の都市交通においても、様々な文化的背景、身体的状況

の利用者が、気軽に短距離でも乗れる交通手段のニーズがあると考えられるなか、待ち合い空間に

おいて利用者が自身の存在をスマホベースでなくともドライバーに通知できる、それが床を踏むと

いう直感的な行動で実行可能な技術として活用可能である。通信技術の制約条件より本研究の実験

では、センシングした結果を標識に点滅表示させることとしたが、今後、通信技術が改善すれば、

センシング結果を電子的にドライバーに伝達するように、発展させられる。 

④  技術パッケージ実務に必要なデータ収集方法の提案 

→中〜広域道路ネットワーク上の歩行者の多様なアクティビティデータを取得し、集計・マッピングする方

法を構築した。また、そのプロセス支援のために、設置場所が柔軟で、かつ安価に長時間データを取得でき

るエネルギーハーヴェスティング技術を用いたカウンター型ツールを提案した。判断については、検出でき

る精度の程度が安定すれば適用可能とみられ、定利用セグメントでは安定する傾向にあるが、高利用セグメ

ントでは実際の歩行者量よりも低い値が出てしまうため、今後の改良も必要である。 

本カウンター型ツールは、精度が改善すれば、中心市街地活性化の歩行者の交通量や交通速度推計にも実用

し得る。 
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第１章 はじめに 
 

 
1.1 研究の背景 
近年、都市の集約化や低炭素化等の文脈から

公共交通の利用度を高めることが目指されて

いる。利用度向上には結節点への人のアクセス

のしやすさが確保されることが不可欠である

が、その周辺道路に対して、必ずしも歩行者や

公共交通利用者を主眼においた設計方法は採

られてこなかった。我が国では鉄道駅中心型の

都市形成がなされてきたと言え、自動車動線の

輻輳や違法駐車・駐輪等、交通安全・利便性の

面での問題を抱えてきた。 
こうした状況を克服するために、道路の領域

のみに閉じないようものとして従来の交通結

節点の概念を見直すこととする。 
以上に示した問題意識より、本研究ではイギ

リス及びアメリカの公共空間デザイン分野に

おいて研究が盛んな道路の「場（Place）」の機能

に着目する。これは、既存の道路空間を、通行

以外の多様な都市活動の拠点となる「場」とし

て捉えなおすものであり、欧米各都市では、こ

うした知見を応用した独自の街路設計・運用ガ

イドラインを策定しつつある。 また、急速なモ

ータリゼーションを経てきた我が国における

交通技術の蓄積は「場」の機能を回復させるた

めに役立てられるものである。60年代後半以降、

商業地や住宅地の中心道路を対象に、歩行者天

国や交通静穏化などの道路運用技術、そうした

技術導入過程での地域コミュニティ参加手法

を発展させてきた。これらの技術・理論を発展

させることで、公共交通結節点の周辺道路環境

改善方法を構築可能である。 
都市活動の「場」として環境を改善するアプロ

ーチを採ることは、道路空間構成の多様な在り

方の可能性を広げるものであり、国内において

はこれまで概ね全国一律とされてきた既存の

道路設計・運用方法にブレイクスルーをもたら

すものである。 

 
図1-1「Place(場)」の概念を踏まえた「結節領域」へ 

 
1.2 研究の目的 
本研究ではアジア都市における交通結節点徒

歩圏の道路空間を,人間中心の都市活動の拠点

となる「場（Place）」として捉え直した上で,優
先的に設計・再配分していくべきものとする. 
具体的には,ふさわしい交通手段として歩行者

及び公共交通利用者に焦点を当て,①結節点特

性別に最適な道路の幾何構成導出方法,②地域

の気候や文化的背景を反映した運用（催し等を

含む利活用及び維持管理）の観点を踏まえた道

路再配分・道路付属物配置方法,及び③市民のモ

ーダルシフトを促す広域交通計画を自治体レ

ベルで導入できる技術パッケージとして構築

する.加えて,持続性の観点から④運用に係る人

的資源育成手法を合わせて提案する.さらに,技
術パッケージを国内都市に適用する社会実験

実施,アジア都市への実用性を踏まえたヒアリ

ングによる評価から,効果の実証と実装に向け

た課題を明らかにする. 
 

1.3 研究の方法 
次頁のフロー図に従い、研究を実施する。 
研究代表者は、国内自治体の交通計画への提

言、東南アジア、中国、韓国等の都市における

研究の蓄積及び交流の実績がある。研究期間終

了後も、これまで意見交換を行ってきた各都市

の交通事業者や計画行政と研究成果を共有し、 
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表1-1  研究フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1-2 技術パッケージ提案範囲(橙色部分) 
 
交通計画実務の観点からフィードバックをい

ただき、国際展開に向けて改善していく。 
 
1.4 研究達成状況 

年度の国内外における横断的調査に基づき、２

年目及び最終年度は主調査対象地を東南アジア

中核都市の状況を把握するにふさわしいタイ・コン

ケン市とし、研究項目を絞りながら計画を立案・遂

行した。地元大学(Khon Kaen University)と市

行政との連携により、効率的に進めた。 

同市の路線バス型サービスを展開するパラト

ランジット(ソンテオ)は、女性や学生などが多く

利用し、コミュニケーションも発生する車両自体

が「場」といえる交通手段で、今後、我が国で生

活場面に寄り添う交通手段を検討する際に参考

になる事例である。一方で、モータリゼーション

を抑制するほどのサービス水準ではなく、これら

の路線が通る道路網についても、自家用車中

心の計画がされてきたという課題もある。初年度 

 

基礎調査と2年目の詳細調査の結果を合わせ

て、アジアならではの「場」と、「場」の形成に関

する留意点を導出しながら、技術パッケージを

作成した。最終年度は、同技術パッケージの一

部について社会実験を行い、フィードバックを得

た。その結果を用いて、技術パッケージを改良

し、最終成果とした。各研究者の役割分担に関

しては、研究遂行上の問題点はなかった。

外注先としてエネルギーハーヴェスティン

グ技術の活用検討を担った（株）音力発電

の専門的観点を、実験にいかすこともでき

た。ただし、道路再配分の実例が少ない状

況を鑑みて、最終年度の社会実験実施に関

しては、現地の大学や行政との調整をより

早期に進めるべきだったとの反省がある。 
 
1.5 研究の位置付け 

従来 Place 論を提示してきたアメリカやイギ

リスにおいても、都市活動の活性化を主眼にお

いた Place 論を公共交通結節点周辺の道路環境

改善策に応用した研究の蓄積は限られており、

交通計画・都市計画分野において最新の知見で

あると言える(2 章に詳述する)。特に、日本・ア

ジア都市独自の文化の観点を踏まえて、分析し

たものはほとんどない。また、公共交通結節点

の中でも、鉄道駅に着目したものが多く、路上

結節点に関しては、蓄積が少ない。 
 


�
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既存分野
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2.1 系譜 

 

(1)  アメリカ 
① トランジットモール批判から「Transit 

Street」へ 
 アメリカでは、60〜70 年代当時多くの自治体

で整備されたトランジットモール（昨年度報告

書のデンバー、ミネアポリス、ポートランド、

ニューヨーク等）の利用実態がプレイスメイキ

ングの観点から評価された。公共交通優先化を

目的として、主要軸線のトランジットモール整

備が唯一の方策とされ、シカゴなど、自治体に

よっては廃止も進んでいていたことを批判的

に分析し、a)バス交通量が多い場合の排気問題、

b)結節点周辺が他の歩行者アクティビティを圧

迫していること、c)整備のための予算を確保で

きる自治体が限られていることを問題点とし

てあげた。そこで、公共交通優先の方針の下、

街路の利用者間（自動車、自転車含む）の不公

平を正す「Transit Friendly Street」として、比

較的安価な交通静穏化や結節点改善を広域エ

リアで実施することを推奨した。その際に参照

されたのがスイスの信号制御技術や、オランダ

のボンエルフ施策である。 
 特に結節点周辺道路の場の機能については、

前年度報告書に示した「Think beyond the 
Station(駅の概念を拡張する考え⽅)」の概念の

下、連邦交通局事業としてマイノリティも含む
利⽤者及び地域参加のプロセス開発がなされ

た。90年代後半以降、公共交通志向型開発（TOD）

の概念も入りはじめ、デザインの対象も広がっ

ていた。結節点機能（定期的な地域活動拠点化、

利用者の安心のための見守りや改修、エリアマ

                                                
1Project for Public Spaces : The Role of Transit in Creating Livable 
Metropolitan Communities, Transportation Research Board, TCRP 
Report22,1997 
2 United States Department of Transportation,National Transportation 
Library ホームページ （https://ntl.bts.gov/DOCS/livbro.html） 

ネジメント組織による露店商のコントロール）、

フィーダー交通サービス、交通静穏化、広域の

交通網および土地利用戦略と多岐にわたった1。

地域参加ツールの一例としては、交通事業者が
利⽤者のニーズ、優先順位を把握するためのゲ
ーム形式の調査ツールが挙げられる。 

加えて、「場の機能性能評価（PPE）」指標も、

結節点デザインと運用の実務に用いられるよ

うに整理された。 
2010 年代に入ると、前出の「Transit Friendly 

Street」の考え方と、各地の公共交通志向型の

街路事業代表事例から得られた知見から、

National Association of City Transportation 
Officials(NACTO)が、都市街路全般及び「トラ

ンジット・ストリート」の街路構造に関するデ

ザインガイドを発行し、全米自治体交通局への

普及啓発活動を行っている。 
② コミュニティへのアクセス重視の街路分類

導入 
 「総合陸上輸送効率化法(IATEA)」の制定

（1991 年）も、場の機能に関する議論が進展し

た一因であった。アメリカ連邦高速道路局によ

る沿道の地域の文脈（財政、コミュニティ形成、

土地利用、交通、環境の状況）に配慮した幹線

/高速道路建設・運用や、連邦公共交通局 Livable 
Communities Initiative2により、公共交通への

投資を通じてコミュニティの生活の質を高め

る事業サポートが位置付けられ、「Livable（住

まいやすい）」というコンセプトが街路・公共交

通事業で用いられはじめた。この実現のため、

Thinking Beyond the Pavement会議（1998年）

を経て、合意形成のプロセスを重視する

「Community Sensitive Solutions(CSS)」とい

う方法が計画論に持ち込まれた3。 

3New Jersey Department of Transportation Pennsylvania Department 
of Transportation: SMART TRANSPORTATION GUIDEBOOK 
Planning and Designing Highways and Streets that Support Sustainable 
and Livable Communities,2008 
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例えば、コミュニティへのアクセス機能が高い

高速道路であっても、米国で最も普及し、一般

に用いられて いる道路 構造図書 である

AASHTO Green Book による延長距離や交通量

のみに基づいた道路分類（Principal Arterial（主

要幹線）、Minor Arterial（幹線）、Collector (集
散) 、 Local（域内））では、その他の高速道路

と区分できない状況だった。コミュニティへの

アクセス機能が高い道路セグメントを区分で

きれば、運用について、高速の交通流維持及び

トリップ長の長い交通流を担うよりもコミュ

ニティへのアクセス維持を優先する重み付け

が可能になる。そこで、CSS の観点を加えるこ

とで、道路/街路の分類が「沿道の開発状況」と

「勢力圏」の 2 軸で提案され、従来の分類と重

ねて検討されることで、沿道の土地利用の状況

も反映した計画立案につながっている。類型で

焦点を当てられているのは、図 4-4 の黄色枠に

示された「メインストリート」である。幹線道

路〜集散道路が位置付けられており、a)広い歩

道と日常的な歩行者による活動、b)２階以上の

レベルに住まいを備えた商業、公共施設、c)高
い建物密度、d)セットバックがない街路志向の

建物、e)ファニチャーとパブリックアート、f)路
上駐車の多さ、g)30mph 以下の速度、h)2 車線

が望ましいが、3~4 車線も有りうる、と空間特

徴が整理されている。 
 

(2)  イギリス 

アメリカとほぼ同時期に、イギリスにおいて

も人間中心の幹線道路のあり方に焦点を当て

た新たな街路分類として「Link and Place」が

考案された。Link and Place について記載の見

られる文献と，文献に記載された Link and 
Place 適用の程度を時系列順にまとめた．年代

により適用の手段や目的が異なり，４つの年代

に大別できる． 
① Link and Place の提唱 

Link and Place の提唱が行われたのは，2000
年代初頭に欧州委員会（European Council）の

支援のもと行われた ARTISTS（Arterial Streets 
Towards Sustainability；持続可能に向けた幹線

街路）プロジェクトのレポートである．このプ

ロジェクトは幹線街路に起因する大気汚染や

交通騒音，また地元経済に対する負の影響等の

問題に端を発し，混雑の激しい街路をどのよう

にすれば再設計できるかに着目したものであ

る．導かれた結論として，元来の自動車重視を

軽減すべく街路の再分類を行うことが，幹線街

路の空間再配分を促す重要な手段になるとし，

Link and Place という街路分類手法の開発に至

60’s 70-80’s 90’s 2000’s 2010’s
Place-
making
(PPSによる)

-�!4�
�����
��
 0%"

トランジット
モール

利用実態
調査

'#&15
.�*(

�������
�������)

総合陸上輸送
効率化法

Transit
Friendly	Street


�����
��	��/36�
'#&1,$��2+

‘Community
Sensitive	
Solution’

オランダ：ボンエルフ
スイス：信号制御

一般歩行者
自動車・自転車と共存

TOD

Transit
Street

(NACTOによる)

Thinking
Beyond	the	Station 参照

研究、自治体の
実践参照

Place	Performance	Evaluation	(PPE)

コミュニティ参加、マネジメント手法、評価指標

��	�

��	�

��

Link
and
Place

人々のための
幹線道路

ネットワーク内での
「Place」探索と街路分類、
コミュニティ参加手法

Value	of	Place
「Place」貨幣価値研究

Measuring	
Successful	places
「Place」のマッピング

Jan	Gehl
パブリックライフ研究

Manual	for	
Streets

図 2-1  Place 論の変遷 
■ Place 論 □関連ガイド ■関連評価指標 ●参照されている欧州の研究・実践 ●影響した施策・コンセプト 
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っている． 
② 交通計画ツールとしての開発 

2007 年，イングランド交通省（Department 
for Transport：DfT）発行の住宅地内の街路に

関する体系的なガイドラインである Manual for 
Streets, また姉妹編にあたる，市街地内の街路

計画，設計に関するガイドラインであるManual 
for Streets2（2010 年）で Link と Place の概念

が紹介されており，幹線道路のみならず多様な

街路において適用されている． 
また同時期の 2007 年から 2009 年にかけて

P. Jones らにより Link and Place を交通計画ツ

ールとして街路事業の計画，設計段階に適用す

る試みがみられる．一例として，ウェスト・ミ

ッドランズの Bloxwich では商業地区における

路上駐停車規制の導入地点の検討に際して実

験的に Link and Place による街路分類が用いら

れている． 
これらの適用事例から 2000 年代後半は Link 

and Place の適用目的や適用の程度に一貫性が

みられず，より有効な Link and Place のアプロ

ーチ方法を探るための試行期間である様子が

伺える． 
③ 大都市交通計画への適用 

2013 年にはロンドン交通局（Transport for 
London : TfL）が行った 80 以上の地点を対象

とした街路改修プロジェクトである Better 
Streets プログラム（2009 年開始）の成果報告

書(4が発行され，街路空間再配分の 29 事例とと

もに Link and Place が適用されていたことが紹

介された．（TfL は Link を Movement と表記し

ている） 

2014 年 に は バ ー ミ ン ガ ム 市 議 会

（Birmingham City Council）がデベロップメン

トプランに基づいた 20 年越しの戦略的交通計

画 Birmingham Connected が開始され，この計

画で重要視された BRT に関して，バスレーン

や停留所の設計時に Link/Place 分類が適用さ

れた．この時期から Link and Place がロンドン，

バーミンガムの主要な交通計画や事業に影響

を及ぼし始めていることがわかる． 
④街路分類対象の拡張 

 2014 年，TfL がロンドンの各⾃地区に３×３
の Link/Place マトリクスを⽤いて幹線街路を
分類するよう促した．翌年 2015 年には 33 ⾃治
区のうち 25 ⾃治区が TfL と協働で，主要幹線
街路を Link and Place によって分類し，2017 年
時 点 で 33 ⾃ 治 区 中 32 ⾃ 治 区 に お い て
Link/Place 分類を⾏ったことが報告されている．
また，今後は異なる⾃治区にまたがる街路につ
いても分類を⾏うとともに，分類の対象街路を
増やすことでより密な Link and Place 街路ネッ
トワーク図を作成していくとしている。 
 ⑤  主体ごとの適用状況 
 DfT による適用は，街路マニュアル内での

Link, Place の考え方を紹介するに留まる．TfL, 
バーミンガム市議会による適用は，Link/Place
分類を行うことによる幹線街路事業の計画策

定への援用を主目的としている．また，ロンド

ンのハウンズロー区（Borough of Hounslow）で

は，幹線道路網の維持，改良のための PFI 事業

において Link and Place を適用している． 
なお、英国以外の地域においても Link and 

図 2-2  (左)３手法の目的と対象とする空間（右）道路事業フェーズと既存評価手法の対応関係 



 
 

8 

Place の適用がみられる．オーストラリアでは

2012 年に南オーストラリア州政府により発行

された街路の設計，運用に関するガイドライン

の中で Link and Place による街路分類方法を紹

介するとともに，州都アデレード中心部の街路

を現況パタンと将来パタンに分けて実際に分

類した結果を示している．2016 年にはアデレー

ド市議会により発行された街路デザインガイ

ドラインのなかで，Link/Place マトリクス中の

各ステータスについて，あるべき街路の姿を解

説している． 
 アイルランド交通・観光・スポーツ省は 2013
年街路設計に重点をおいた街路デザインマニ

ュアルのなかで，Link/Place レベルが 3×5 の

マトリクスを作成し，ステータス毎に望ましい

自動車の制限速度を示している。速度、文脈を

考慮している点で、前出アメリカ・CSS の分類

に近いマトリックスの構造になっている。 
 
2.2 各概念の位置づけ 

相互に影響を受けながらも独立して発展し

た 3 手法を、街路事業の段階や対象に応じて、

一体的に活用できる枠組み(前出図 2-2)として

整理し、本研究技術パッケージに役立てる。 
 
2.3「場」の機能を持つ道路/街路に関する理念 

 同様に、既往研究から「場」の機能を持つ道路

/街路に関する理念について示し、本研究技術パ

ッケージ適用の前提とする。 
「場」の機能を持つ道路/街路とは、「本源需要

を持つ地域内外の人々に開かれ、共有される公

共空間計画/運用」がなされた状態の空間である。 
 理念実現のためには、自治体行政及び沿道を

中心とした地域民間組織による官民協働のプ

ロセスを踏んでいくべきである。 
 自治体行政は、社会的包摂の観点から①道路

/街路利用者層、②利用者の活動の選択肢を広げ

ることに取り組み、より高次のゴールとして③

利用者の潜在的な活動意欲を高める取り組み

を行い、社会福祉を実現すべきである。そのた

めの具体的手段が、市域全体の道路/街路ネット

ワークを対象とした「場」の計画ビジョン形成、

及びビジョンにおける重点街路の「場」の再配

分であり、民間の計画・管理参加プロセスを含

めて、主導することが望ましい。 
 一方、地域民間組織は住民・事業者などが共

有できる①居場所づくりによる、②地域の人々

のつながり醸成を第１ステップとし、最終的に

は③地域による空間運営を通じ、自治力を高め

ることが望ましい。両者がこれらを達成してい

くことで、地域の道路/街路の「場」の質が改善

される。そのための具体的手段が、上記再配分

プロセスへの参加と、その結果創出された「場」

の管理・活用協力である。地域民間組織が周辺

住民・事業者との調整・連携をとりながら関わ

ることで、地域の文脈（コミュニティや道路別

の特徴）を反映しやすくなる。 
 
 
 
 

����

図 2-3  理念、達成点、目指すべき体制 
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3.1 研究成果との対応関係 
技術パッケージの構造については、 
①基本的には、70 年代以降、都市再生の実績をあげ

てきた国際的な「場(Place)」の計画・運用手法に基

づくこととし、特に路上交通結節点への適用がふさ

わしい手法を選択、組み合わせて構築 
②他方で上記の「場」については欧米都市の議論が

中心のため、アジアの文脈を考慮することが必要で

あり、アジア都市の自生的「場」の利点導入及び問

題緩和のための手法を示す 
こととし、国内の道路行政にも資するアウトプット

とした。 
 
3.2 目指す技術パッケージの構造 
パッケージは、研究目的に応じて、「(1)路上公共

交通結節点周辺の道路幾何構造」、「(2)運用の観

点を踏まえた再配分・道路付属物配置手法」、

「(3)市民のモーダルシフトを促す路上公共交

通結節点及び周辺生活道路の交通計画」、「(4)メ
ンテナンス・道路利活用のコントロールに係る

人的資源に関する手法」の４項目を独立で選択

でき、実用しやすい構造とする。 
 一方で、「場」の機能を持つ道路/街路に関す

る本質的理解のもと、上記４項目は用いられる

べきである。全体を通して読めば、A.理念 B.計
画・運用(上記(1)-(3)に該当)、C.人材育成(上記

(4)に該当)として、道路/街路の「場」の機能に

関する実態が把握できるようなテキスト構成

とする。 
また、次の点にも留意する。 
① 技術パッケージを参照する主体 
・自治体行政（交通計画、都市整備、道路管理） 

・「場」の機能発揮には、地域主体の管理協力が

前提であるため、地域沿道民間組織も参照しや

すいものとする 

② 技術パッケージの対象 

・公共交通結節点が集中して分布する街路（東

南アジアの場合は、路線を持つタイプのパラト

ランジット乗車行動の多い街路含む）の計画お

よびマネジメント方法立案 

・周辺地域の住まいやすさ、賑わいを改善した

い人々が、まちづくりのアクションを起こす上

で、街路と公共交通が果たす役割が重要だと考

える場合に参照 

・本パッケージは、道路/街路再配分に関する既

存の交通計画・運用、景観の専門分野の知見を、

「場」の機能の観点から補足するものであり、

道路/街路再配分で踏むべきすべての技術的・

事務的プロセスが記述されているわけではな

い。 

③対象となる建造空間要素(Built 

Environment) 

・歩道及び沿道民間から供出された空地 

・Curbside(歩道に隣接した１車線または駐

車帯) 

・道路横断施設 
 
3.3 パッケージ内で用いるエネルギーハーヴ

ェスティング技術の概要 
本パッケージの中では、人々の移動がもたら

す振動を、電気に変換し、照明等の道路付属物

管理、歩行者アクティビティデータの収集に応

用するエネルギーハーヴェスティング技術発

電床®を活用する。具体的には、歩行者カウンタ

ー、歩行者センサーの２パターンのツールを提

案する。 
 

 
図3-1 発電床®の断面イメージ 
（出典：株式会社音力発電HP） 

 
 
第３章 技術パッケージに関する前提条件 
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図3-2 カウンターとしての発電床®と他のツールの比較 

 
3.4 前提としての国内結節点周辺道路運用状況 
 本パッケージ作成に備えて、初年度は国内・ア

ジア都市における代表的結節点を網羅的に調

査し、道路設計及び運用技術手法の利点と課題

をまとめた。詳しくは初年度成果に関する報告

書にデータベース(図3-3は一例)として記載し

ている。ここでは国内結節点に焦点をしぼり、

知見を記載する。 
(1)  国内運用状況の優れた点 

a) 核となる空間の高質化と交通規制の組み合

わせ: 
核となる空間を高質化することでシンボル性

を高め、さらにその周辺の商業・業務エリア等

に対し時間帯交通規制をかけることで面的歩

行空間を確保している。こうしたことが可能で

あるのはそもそも、結節点を中心として街路ネ

ットワークが比較的密に確保できているため

である。 
b)路線としてのわかりやすさ: 
路線のループ化や駅前空間からの軸の利便性

を重点的にたかめるなど、利用者にとってわか

りやすい路線設定となっていることが多い。 
c)実験による導入プロセス/まちづくり協定と

の連動: 
トライ・アンド・エラーではなく、入念に案を

作成した実験プロセスを踏み、劇的に空間を変

えることで市民の賛同を得る、あるいは結果と

してユーザーが慣れるような実験期間をとる

ことで、導入を実現している。また、それらが

まちづくり協定と連動することで、沿道とあわ

せた空間の質が保たれている。 
d)屋内外の一体的な使いこなし: 
駅前広場の再整備事例などにみられ、これによ

り、天候の影響を抑える、滞在行動の選択肢の

幅がひろがる等の利点があげられる。 
 (2)  課題 

a)結節点前面主体と利用者の利害一致: 
国内では、特に路上結節点について、前面主

体との合意形成が難航することも多い。 
例えば、バス停の場合、ネットワーク上で利

用者に最適な立地が選定されていても、前面主

体がバスユーザーだとは限らない。こうした状

況は江戸川区の事例のようにインセンティブ

で整備時は解決できるものの、「他者のため」の

空間という認識が根強い場合は、メンテナンス

や運用の継続に課題をきたす場合もある。 
b)対象とする道路空間規模に応じた設計方針: 

結節点空間が広ければよい、もしくは最低限

確保されていればいいではなく、空間規模によ

り特定の利用者の行動が抑制/促進される可能

性があることを把握した上で設計が行われる

べきである。 
 (3)  海外都市との比較 

我が国では他国と道路空間のもつ「公共性」

の概念の捉えられ方が異なる。利活用を積極的

に位置づける国では、立場の異なる人々を繋ぐ

場として道路空間が位置づけられ、公平な社会

参加を担保すべきものとされている。むしろ、

途上国(例：インドネシア・ジャカルタ市など)の
ほうが、公共交通結節点を含む Place 論の施策

導入が試みられているのも、こうした観点が背

景にある。 
 

 
 
図3-3 国内代表的路上結節点:ユーザー行動データの一例（旭川

市の場合） 
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4.1 重点的ケーススタディ対象地 
２年⽬以降、アジア都市の「場」の形成メカニ

ズムを探る上で、１都市に対して現地調査を重
ねた。 主対象を、以下の①、②に挙げた理由か
ら路線バス型パラトランジット:ソンテオが頻
繁に運⾏するメインストリートを持つ、アジア
中規模都市とする。地域⽂脈に配慮しつつ、着
実に成果を挙げるため、本学のカウンターパー
トとなる⼤学・Khon Kaen Universityの所在地
である、タイ・コンケン市を選定した。 本市に
ついては、昨年度も調査を⾏っており、その結
果も活⽤しつつ、地元⼤学と市⾏政との密な連
携によって効率的に研究を進めた。  
①  アジア都市のために  
・持続的な成⻑の観点から、⾸都だけではなく、

発展途上の中規模都市に焦点を当てるべきで
ある。  
・中規模都市には路線バスのような公共交通

網がなく、パラトランジットが補完的な役割を
満たしているが、現状のサービスレベルでは不
⼗分であることからモータリゼーションが加
速している。昨年度調査より、特に、利⽤者に

とっての「ゲート」となるはずの道路空間の質
については課題が多い。 
 ・パラトランジットについて注⽬すべき点は、

運⾏の柔軟さのみならず、ソーシャルキャピタ
ルの観点からみた価値である。⼀般的に、⾝の
安全への意識が⾼い⼥性の利⽤者も多く利⽤
し、乗り合わせた⼈同⼠でのコミュニケーショ
ンも発⽣している。 このような魅⼒を活かし、
現在、運⾏しているパラトランジットを資源と
するまちづくり・みちづくりがなされることが、
アジアらしい道路空間を創出する上で望まし
い。  
② 国内都市のために  

・パラトランジットのような移動⼿段は、⽇本
においても様々な⽣活場⾯の選択肢になる可
能性を持つ。 
 ・アジア都市においては、パラトランジットや
道路設計に関して、曖昧な法的位置付けである
ことがネガティブに捉えられがちだが、新しい
サービスやシステムを馴染ませることができ
る強みもある。 
 ・⼀般的なパラトランジットは乗降⾃由のた

 
 
第４章 アジア都市の「場」に関する調査 
 

図 4-1  コンケン市における調査フロー(H29 年度：本文中では代表的成果を紹介) 
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め、そのための設備は整備されないが、対象地
であるコンケンにおいては、路上結節点が停留
所として整備され、複数の交通⼿段を受け⼊れ
ている。その結果、利⽤者の属性や⾏動も多様
で、国内都市の路上結節点よりも「場」の機能
のポテンシャルが⾼いとみられる。 
 
4.2 交通結節点に関する基礎調査  
(1)対象街路 
対象街路はコンケン市の中心市街地のメイン

ストリートにあたる Guang Muang Rd(通称

Middle Rd)である。市内の南北及び東西を貫く

幹線道路の交差点にも程近く、物流・交通の便

も良い。 
幅員約 14m 片側 3 車線と広幅員で、沿道に

は高校、警察署、郵便局等の公共施設とショッ

プハウス形式の住宅、公設マーケット、ショッ

ピングセンターなどが並び、複合用途である。

公設マーケット付近の直交道路では、観光資源

ともなっている夜市も開催されている。 
ソンテオ概ね 5~10 分間隔で都心と郊外の農

村部をつなぐ市内線（6 時半から午後 10 時運

行： 100 トリップ/日程度4）が運行している中
5、他の 2 本の幹線街路と比較して、Middle Rd
では利用者の多い路線が集中している。 
 市内移動の交通手段については、オートバ

イのシェアが半数を占め、自家用車が34%と

されているが6、H28年度調査より、オートバ

イ所有者は移動目的次第ではソンテオも利

用する傾向にあることが明らかである。 
 
(2)ソンテオユーザー 
①一般的な市内ソンテオ利用者の傾向 
BRT 等公共交通部門7からは、車道上での利

用者の錯綜、利用者待ちによる交通渋滞発

生、定員以上の乗車率、待ち空間について、

ピーク時に関して問題提起がなされている。 
他方で H28 年度調査では、市内のソンテオ

の利用者の特徴について明らかにしていた。 
・利用者の 7 割以上が女性で、高校生が多い。 
・免許未所有者あるいはオートバイ免許所持者

                                                
4 事業者ヒアリングより 
5 安藤徹哉 ウァントゥラポーチ ピーチャイ ⼩野 啓⼦ 福島 
駿介：発展途上国地⽅中核都市におけるパラトランジッ⼘型公
共交通機関の研究−タイ・コンケン市のソンテオを主な事例と
して,⽇本建築学会計画系論⽂集 no.580 p.125 -131,2004 
6 Jaruwit PRABNASAK, Wen Long YUE, Michael A P 
TAYLOR:Modelling Household Vehicle Ownership in Asian Medium-

がソンテオを利用している傾向 
・通勤目的が多く、その場合は自動車やオート

バイより選択されやすい 
・仮に新しい交通手段ができた場合、ソンテオ

から他の手段へ変えることを望む利用者は 4 割

程度である一方、現在ソンテウを利用していな

い人で、サービスが改善されれば利用するだろ

うと回答した人が 4 割であった。 
・ソンテオの利用者は、運行の柔軟性と頻度に

満足しているが、低頻度利用者は安全性に対し

て不安を抱いている傾向にある。 
以上より、利用者視点からもピーク時を軸に安

全性向上が必要である。 
②Middle Rd での乗降状況 
ソンテオの利点である、乗降箇所の柔軟さから

「停留所」以外の乗降のほうが利用頻度が高い

と想定していたが、「停留所」利用が乗車８割、

降車6割を占めた。Middle Rdでは「停留所」の

密度が高いことも影響していると考えられる

が、利用者アンケートで「停留所」の必要性に

ついて意見を尋ねることとした。  
③ 「停留所」に対する意見（表 1,n=61） 
回答者については、⼥性が多く、多様な年代の

利⽤がみられる。停留所が必要だと答えた⼈の
割合が８割を占めた。その理由は、a)乗りやす
さ・安全さ、b) 待ち時間を過ごす場として（⽇

図4-2ソンテオの路線分布とCBDエリア・フリンジエリアとの関

係（★：バスターミナル） 
 

Sized Urban Area: A Case Study of Khon Kaen City, Thailand,Journal 
of the Eastern Asia Society for Transportation Studies, Vol.9,p196-210, 
2011 
7 コンケン⼤学・Research Center for Sustainable 
Infrastructure Research and Development：Pornchai 
Boonkong 准教授資料より 
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表4-1印象調査対象者 

陰、ベンチ）に⼤別された。よって、特に乗⾞
時に安⼼して、⾝体的にもゆとりを持ちたいと
いうニーズと、それに対応する結節点整備が求 
められていると⾔える。 
④ 観察調査による既存停留所の状況 
ソンテオの挙動も含めて利用状況を下記の

とおり整理すると、a)停留所滞在者がいれば停

車がこまめになされていること、b)送迎・待ち

合わせ拠点になっていること、c)横断の発生地

点になっていることも明らかになった 
・バスやソンテオはバスベイに深く入らず、車

幅の半分程度歩道側に寄って停車している 
・停留所に人がいれば前を通る殆どのソンテ

オは停車する 
・停留所で送迎の自動車・バイクを 10 数分待

つ人が見られる 
・停留所はバス・ソンテオ・トゥクトゥクのほ

か、バイクタクシー・自家用車も使用する 
・停留所に駐車をする人は見られない 
・ソンテオ利用者で多く見られるのは「女性」

と「学生」 
・ソンテオを降りてすぐに道路を横断する人が

多くみられる（横断歩道なし） 
・ソンテオの乗り換えをする人がみられる 
利用者が気にかける安全性の観点からは、c)に
対する対応策が必要である。 
⑤  停留所の役割 
以上より、ソンテオ利用者の意見から、「そこに

居ればソンテオが必ず停まり、安心して乗車で

きる」乗車地点としての停留所のニーズが提示

された。 
現在の停留所は自家用車の送迎場所として

も活用され、ベンチがある場合は待合場所とし

て、多目的・多様な属性の人々が入れ替わりな

がら短時間過ごす空間となっている。 
一方で乗降に向けて、道路横断の発生地点にも

なっているが、現況では横断歩道がないなど、

アクセスの安全性については課題がみられる。 

(3)ソンテオユーザーと非ユーザーの比較 
こうした結果を踏まえて、H30 年度には非ユー

ザー層も含めて、ソンテオ停留所及び周辺道路

環境に関する印象調査を行った。 
ソンテオを利⽤するまでの過程を,⽬的地まで

の歩⾏環境（Environment on Route to the 
destination ） , ソ ン テ オ 停 留 所 の 環 境
（Environment of ST stop）,ソンテオの運⾏形
態 （ Operating system of ST ） の 3 つ に 分
け,Middle Roadへの来街者に対してインタビ
ュー形式で,街路の魅⼒向およびソンテオの利
⽤に,これら３点のどれが最も影響を与えてい
るかについて,それぞれ回答を得た.（n=212,う
ち約２割が非ユーザー）また、それぞれの現状に
対して,安全性・快適性・信頼性・利便性・回遊性・
ア クセ ス性 （Safety・ Comfort・Reliability ・
Convenience・Walkability・Accessibility）の６
つの指標への満⾜度について1〜5段階評価の回
答を得た.さらに,具体的に街路のどの空間要素が
各指標に対して影響を与えているのかを明らか
にするために,選択式回答（13項⽬,最⼤回答４つ）
調査も同⼀アンケート票内で⾏った.ここでは、結
果の⼀部を掲載する。 
街路の魅⼒については,①⽬的地までの歩⾏環境 

に集中しており,ソンテオの利⽤については,①⽬
的地までの歩⾏環境 と ②ソンテオ停留所の環
境 を合わせて半数弱の値となっている.この結果
より,①⽬的地までの歩⾏環境 および ②ソンテ
オ停留所の環境がソンテオの利⽤に無視できな
い程度の影響を与えていることが推察される(表
2-2). 

 
図4-3 調査票の一部 

表4-2 街路の魅⼒およびソンテオの利⽤に関して重視する要素
について 

 ⽬的地まで
の歩⾏環境 

ソンテオ停
留所の環境 

ソンテオの
運⾏形態 

街路の 
魅⼒向上 

74.3 % 14.8 % 10.9 % 

ソンテオ
の利⽤ 

17.0 % 30.7 % 52.3 % 

total

M F -20 20-40 40-60 60-
19 43 6 23 18 14

work shopping school public other
16 18 14 6 7

-3000 3001-6000 6001-12000 12001-18000 18001-
12 15 26 4 4

yes no yes no
30 31 49 12

ST bus van transit private car taxi motorcycle
9 11 3 2 2 3

other transportaion

income (month)

purpose

agegender

other transportaion necessity of ST stop
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図4-4 ソンテオ停留所の環境に対する６つの指標への満⾜度 

(平均値) 

 
図4-5 ソンテオ停留所評価が低かった回答において重視されてい

た具体的要素（単位：％） 

図4-6 ソンテオ⾮利⽤者・利⽤者別：ソンテオ停留所環境にお
ける重視要素 

 

また、ソンテオ停留所に評価の低い回答者や⾮利
⽤者にとって「路上駐⾞・横断歩道・渋滞」が印
象に影響しているとみられる。 

図4-7市⺠⽣活の場(上)、⽣業の場(下) 
 

したがって、これらの要素をパッケージに反映さ
せることとした。 
 
4.3 自生的「場」の意義 
(1)自生的「場」とは 

H28 年度の成果も合わせると、各国で 3 パタ

ーンの場(計画的な市民生活の場/自生的な生

業・あふれ出しの場:図 4-7)が見られ、このうち、

東南アジア都市では産業・所得構造や住宅環境

などの複合的な影響から、特に生業・あふれ出

しの場が卓越していること、かつ、これらが都

心機能の多様性を担保していることを明らか

にした(H28 年度成果論文)。東南アジア都市で

は生活行動がこれらの場として帰結しており、

美観・衛生・交通円滑化等といった従来の道路

行政で用いられてきた指標から評価し、一律規

制しても違反者がでて、無秩序性を増す。 
本項はこうした自生的「場」が果たす役割を再

評価する。 
 
(2) ソンテオユーザーの追跡調査から 

結節点位置付近に待機し、追跡調査(n=71)を
実施した（12 月 13 時～15 時 天候晴・気温

21℃）。データとして、ソンテオ降車位置、時間

帯、性別、年代、露店への立ち寄り有無、最終

目的地、及び地図上に歩行軌跡を得た。 
女性が多く、年代としては学生・成人・高齢者

が同割合ずつ観測された。降車箇所は停留所周

辺に集中し、目的地は物販、直行する人が大半

であった。 特に、公共施設やショッピングセ

ンターなどの前については、多くが前面施設に

直にアクセスしていた一方で、公設マーケット 
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1)消費が伴う→群となる→高密度の空間を受け入れる
2)空間(space)の共有よりも、棲みわけ
3)沿道よりも、①道路上インフラ、②地主・店主との心理距離が影響。
財・サービスを通じたアドホックなコミュニケーション
4)モビリティを高める目的の可動式ツール→一定時間帯ごとに、
 棲みわけ状況が移り変わる→滞在して快適な建造環境の「質」を高める
動機が弱い
5)上記3)4)より、沿道用途に応じた「原単位」での需要推定は、実態
と乖離する可能性がある。
６)駐車・駐輪、露店と個々で需要を考えるのではなく、終日の観察から、
時間帯棲みわけサイクルが一致する１領域を「場(place)」の単位とする
7）上記4)のため、消費者以外の来街者にとっての「場」が乏しい
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図 4-8 Great Place ダイヤグラム 

図4-9回遊パタン(緑⾊の点：ハード整備された停留所) 
 

                                                
8 Project for Public Spaces ホームペー
ジ :https://www.pps.org/article/grplacefeat 

など高密の露店や小売店がある街区では、およ

そ 200m 以下の回遊行動が見られた(図 4-8)。 
(3) 若年層への道路環境印象調査から 
以上より、自生的「場」への選好を仮説として、

メインユーザー層である若年層(コンケン大学

大学生・教員:n=50)へのアンケート調査(停留所

周辺/マーケット周辺双方)を行った。 
第 2 章の既往研究レビューで得た生業・あふれ

出しの場の存在を前提とした場の質指標を用

いることとした(米・プレイスメイキングで⽤い
られている Great Place ダイヤグラム8)。形容詞
12 項⽬を選択し、SD 法で得られたデータにつ

いて因子分析を行った。Great Place ダイヤグラ
ムは、「利⽤と活動状況」、「快適性とイメージ」、
「アクセスとつながり」、「社会性（PPE のʼ利⽤
者およびコミュニティの交流・絆ʼに該当）」と
いう４観点から、良好な「場」が利⽤者に抱か
せる印象を形容詞として⽰している。 
 全回答者が Middle Rd を来訪したことがあ

るとのことだったが予め現地で撮影した写真

を掲載し、自らの経験と写真への印象を合わせ

て評価してもらった。 
 ①停留所及びマーケット周辺街路への印象 
「アクセスのしやすさ：アクセスとつながり」

以外の全項目で、マーケット周辺街路のほうが、

停留所周辺よりも評価が高いことが明らかに

なった。 
両者とも、平均が’4’を超える高評価値はなく、

「維持管理：社会性」については評価が特に低

い。 
 

 
図 4-10 五段階評価の平均値 

 

安全 安全でない

清潔 汚れている

滞在したい 滞在したくない
誰もが

アクセスしやすい アクセスしにくい

便利 不便
地域と

つながっている
地域と
つながっていない

歓迎している 歓迎していない
よく

維持管理された
維持管理できていない

親しみやすい 疎遠に感じる

楽しめる 楽しめない

アクティブだ 停滞している

特別だ 特別でない

５ ４ 3 2 1

停留所周辺街路への印象
マーケット周辺街路への印象
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図 4-11 因子分析結果(停留所周辺) 
 
マーケット周辺街路で高く評価されている

項目は、座って滞在できる設備がないが「滞在

したい：快適性とイメージ」、「地域とつながっ

ている：アクセスとつながり」、「歓迎している：

社会性」、「親しみやすい：社会性」、「アクティ

ブだ：利用と活用状況」である。’5’の評価値が

もっとも多く見られたのは「アクティブだ」

(n=10)であった。 
普段の中心市街地の歩行時間が 10 分以上の

人(n=20)に焦点を当てると、停留所周辺につい

て全項目評価平均値が”3”をこえたは２名のみ、

マーケット周辺については 12 名であった。 
特に、停留所周辺について自家用車/ソンテオ

/オートバイ利用者別の項目別平均値を比較す

ると、ソンテオとオートバイ利用者が「安全」、

「誰もがアクセスしやすい」、「アクティブだ」

について近い値をとり、自家用車利用者よりも

高く評価している。一方、「歓迎している」、「親

しみやすい」については、オートバイと自家用

車利用者が近い値をとり、ソンテオ利用者より

も低い値をとっている。「清潔だ」、「便利だ」、

「地域とつながっている」、「楽しめる」、「特別

だ」については、アクセス交通手段で、違いが

見られない。 
以上より、ソンテオ利用者による停留所周辺

の状況に対する安全性・アクセスしやすさへの

 

図 4-12 因子分析結果(マーケット周辺) 

 
図 4-13 判断要因（左：停留所周辺、右：マーケット周辺街路） 
 
印象は、他の交通手段利用者より比較的高か

った。 
③ 停留所周辺とマーケット周辺での評価要因

の差異 
まず、全 12 項目（停留所周辺の印象）に対し 

 
て、因子分析を行った。スクリープロットの結

果から、因子数を 2 とした。「滞在したい」と

「アクティブだ」の 2 項目について独自性の値

が大きく出たため、これらを除き再度分析した

結果を以下に示す。 
因子 1 は、安全・アクセス・清潔さ・便利・歓

迎といった、住民・来街者にとって、利用しよ

うと思わせる最低限の条件の項目群から成る

ので「利用しはじめやすさ」と名付ける。因子

2 は地域とのつながり・維持管理・親しみやす

さ・楽しめる・特別という、実際に利用した経

験を通じて、次も利用するかの判断基準となり

うる項目群のため「利用し続けやすさ」とした。

因子得点の分布から、多数の「利用しはじめや

すさ」を評価したグループ、少数の「利用し続

                           因子MR1  因子 MR2  共通性 h2   独自性 u2     複雑性  
safe                           0.49 � � � 0.53 � � � 0.52 � � � 0.48 � � � � 2.0 
love to stay                   0.68 � � � 0.36 � � � 0.59� � �  0.41 � � � � 1.5 
Accessible                 0.50 � �  0.24 � �   0.31� �    0.69 � � � � 1.4 
Well-Connected           0.76� � �  0.26      0.64        0.36 � � � � 1.2 
Well-maintained              0.24 � �   0.88      0.83       0.17 � � � � 1.1 
Familiar                       0.61 � � � 0.41      0.54        0.46 � � � � 1.7 
Active                         0.65 � � � 0.21      0.47        0.53 � � � � 1.2 
Special                        0.46 � � � 0.67      0.66        0.34 � � � � 1.8� �  
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � Cumulative Var���� �� 0,57  TLI= 0,951 
 

  因子MR1  因子 MR2  共通性 h2   独自性 u2     複雑性  
safe                     0.74    0.06   0.55     0.45      1.0 
clean                   0.65     0.27     0.49    0.51       1.3 
Accessible          0.75     0.22      0.61          0.39            1.2 
Convenient            0.57      0.25    � 0.38      0.62       1.4 
Well-Connected     0.39     0.43     0.34      0.66      2.0 
Welcoming             0.54     0.36      0.42      0.58        1.7 
Well-maintained     0.33         0.52     � 0.38    0.62            1.7 
Familiar                 0.10         0.65        0.44     0.56            1.1 
Enjoyable               0.16        0.93        0.90      0.10            1.1 
Special                  0.24        0.47        0.28         0.72            1.5 
� � � � � � � � � � � � � � � �         Cumulative Var累積因子寄与率   0,48  TLI= 0,89 
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けたい」グループ及び「どちらにも満足してい

ない」グループの 3 群に対する改善策の切り口

があると考えられる。 
 
同様に全 12 項目（マーケット周辺道路への

印象）についても、因子数を 2 として分析を行

った。「清潔だ」、「便利だ」、「歓迎している」、

「楽しめる」について両因子において因子負荷

量が 0.5 以上となったので、これらを除き、再

度検討した。因子１は、地域とのつながり・滞

在したい・親しみやすさ・アクティブ・アクセ

スといった、の項目群から成るので「愛着」と 
名付ける。因子２は維持管理・特別・安全と

いう、項目群のため「マネジメント充実度」と

した。停留所周辺街路の場合と異なる因子から

なっており、因子得点の分布から、多数の「愛

着」を示すグループあるいは「どちらにも満足

していない」グループ、少数の「マネジメント」

を評価するグループの３群に対する改善策の

切り口があると考えられる。 
判断にもっとも影響した空間状況について

は、次の図のように回答されている。なお、い

ずれの要因も、提示した写真に写りこむように

してあった。 
停留所周辺道路については「人々の行動（約

30%）」、「歩道の大きさ、横断歩道など道路施設

（30%）」、「道路の維持管理状況（16%）」が挙

げられた。全項目評価平均値が”2”未満の回答者

(n=10)に着目すると、半数が「歩道の大きさ、

横断歩道など道路施設」を影響要因としていた。 
一方、マーケット周辺道路に関しては「露店

やカフェによる道路占用（約 50%）」が大きく

影響しており、次に「人々の行動（24％）」が挙

げられる。何らかの項目に’4’以上の評価をした

回答者のうちでも（n=39）、同様の順番となっ

ており、これらが肯定的に影響しているとみら

れる。 
(4)  道路環境利用者属性 

さらに、歩⾏者カウント(図 4-14)から歩⾏者の
⼤半が⼥性であり、マーケット周辺街路では露店
の店番も⼥性が多い (観察調査より )。前出の
Public Life Studies では、⼥性の存在が治安の観点
からの歩⾏者の安⼼感につながるとされている。
Middle Rd では、点在する露店を⼥性が営むこと
で J.Jacobs の⾔う「ストリートウォッチャー：⾒
守り役」としても機能していると考えら 
                                                
9 Gisèle Yasmeen & Narumol Nirathron: Vending in Public Space: 
The Case of Bangkok, WIEGO Policy Brief (Urban Policies) ,No 
16,pp.1-18, 2014 

 
図 4-14 Middle Rd の属性別の歩⾏者数 

 
れる。なお、露店運営者の売り⼿/買い⼿双⽅に

⼥性が多いのは、タイの特徴とされている9。 
 
(5)  自生的「場」への対応方針 
以上より、自生的な場が、パラトランジット利

用者の歩行経路として選択されていることや

若年層がそうした場のある道路環境を選好す

ること、そして H29 報告書本文に記載した「場」

を考慮した歩行者密度指標に関する調査結果/
メンテナンス状況の踏査結果（本文では省略）

を踏まえると、占用物件数よりもその配置のラ

ンダムさや歩道路面のメンテナンス不備が問

題の本質であることを明らかにした。 
以上より、アジア都市の⾃⽣的「場」は⼀律

規制ではなく、ポジティブな機能を発揮するよ
うに誘導すべきものとして、パッケージに位置
付けることとした。 
 
 
 
 

115

46

4
1

56

23 19
5 0 0

22
10

1

1

4 2

88

29

106

46
31

13

92

63

0

0

0 0

0

0

4

6

0

0

1

0

0

20

40

60

80

100

120

140

160

女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性

11.30 平日
15:30～16:00

10.29 休日
16：15～16：45

11.7 平日
15：30～16：00

11.5 休日
1530～16：00

11.16 平日
11：00～11：30

11.18 休日
15：00～15：30

Ａ：学校前バス停 Ｂ：市場前 Ｃ：ショッピングモール

歩行者数[人] 学生 成人 高齢者



 
 

18 

5.1 交通結節点運用方法の提案 
第４章の知見を活かして、「ウオッチャー」

機能を果たす道路活用主体も構成要素する

ことで、安心して待ち時間を過ごせる路上

結節点のあり方を示唆した。終日、停車区間

や歩行者横断箇所を一般ドライバーに明示す

る路面標示と合わせて、「場」としての利用需

要は時間帯によって異なるため、「ウオッチャ

ー」が可動式のエネルギーハーベスティン

グ技術センサー型ツール(特にオフピーク

時の確実な停車に寄与)及び滞在空間（ピー

ク時の待ち空間増設）を柔軟に管理するこ

ととした。 

5.2 センサー型ツール 
次頁に示すとおり、センサー型ツールは、

ツールを踏んだ振動により、３秒以上滞留
者を検知し,ソンテオに待ち乗⾞客がいるこ
とを伝える標識のLEDセンサーのON/OFF
を切り替え,明滅を⽣じさせるものである。 
 
5.3 実験のプロセス 
プロセスにはH29年度に提案した技術パッケー

ジ案を⽤いた。H30年度の本実験を経て、技術パ
ッケージを改良しており、その改良後の最終成果
を次の章に⽰す。 

 
 
第５章 交通結節点運用方法の提案と検証実験 
 

図 5-1  交通結節点運用方法の提案 
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(1) 準備段階 
準備段階は、特にLink and Place論(H30年度学会

発表論文)におけるデータ整理、ワークショップの

知見を応用して進めた。 
①現況の「場」に関する条件整理 （パッケージ A
のワークショップ準備） 
メインストリート上の現⾏の路上駐⾞規制状況
について調査した.街路の縁⽯には路上駐⾞の許
可・禁⽌を⽰すカラーリングが施されており,交差
点周辺は駐停⾞禁⽌区域,ソンテオ停留所周辺は
駐 ⾞ 禁 ⽌ 区 域 と な っ て い る . ま た , 市 場 前 の
Curbsideには,駐⾞料⾦が課せられており,⾃治体
によって管理されている.許可区域には,どの時間
帯であってもほとんどが路上駐⾞・駐輪で埋まっ
ている状況である.路上駐輪は主に通勤・通学によ
るものが⼤半であるとみられ,学校前・市場前に多
数観測された.路上駐⾞・駐輪のマナーが悪いと,
歩道に乗り上げる場合があり,歩⾏空間の減少や
歩道舗装の損傷に⾄っている.実験対象エリアに
ついては,停留所以外は時間帯〜終⽇駐停⾞禁⽌
であるためか,損傷は他のエリアよりは軽微であ
った. 
②場のポテンシャルマップ作成 (パッケージC
に該当) 
ポテンシャルマップは H29 年度の GIS データを
⽤いた Place 勢⼒圏(図 5-2)から、滞留行動の踏査

対象地をしぼり実施した。パッケージの想定では、

この対象地を絞る作業にエネルギーハーベステ

ィング技術カウンター型から得たデータを将来

的には用いることを想定している。(後述 6.1、付

録資料参照)  
踏査では CBD エリアを 5 つの調査エリアに分

割し,5人の調査員が各々の調査エリア内のすべて

の街路を通行するようにし,滞留行動の定義に合

致した滞留者を発見次第,調査記録用紙にその地

点と滞留者の属性を記録した(サンプル：次頁図 5-
4). 
 なお滞留行動のような屋外活動は,時間帯や曜

日,天候によって変動すると考えられる.こうした

影響があることを考慮し,本研究における調査は

平日と休日のそれぞれで,午前・昼間・午後の 3 時

間帯,合計 6 時間帯で行った.ただし降雨時は調査

を行わなかった.  
また同一の滞留者がある一地点で複数の行動（複

合行動）を行っている場合,調査員の判断で滞留地

点と最も関連のある行動を代表的な行動として

記録を行っている.この行動分類には J.ゲールに

よる既往研究の分類を用いている。 
 

 
図5-2 Place勢力圏重要エリア,LOS低評価セグメント,ソンテ

オ停留所分布状況(濃⾊のエリアにはMid.Rd/ Glang Muang通り
が含まれており、踏査対象地とした) 
 
その結果,6 時間帯の全滞留者数が 2828 人（平日

1543 人,休日 1285 人）観測された.平休日の滞留

者数を比較すると,多少平日の滞留者数が多いも

のの大きな差はなく,滞留地点の比較をする際に

正規化をする必要がないと考えられる. 
6 時間帯の全滞留者の滞留地点を示すと軸線とな

る街路には,並行する街路に比べると多くの滞留

者が観測されている.しかしその軸線となる街路

上でも滞留行動の集中する地点と,あまり見られ

ない地点がみられ,特にエリア最北部の東西・南北

方向の幹線街路の交差点付近,またエリア中央部

の東西・南北方向の幹線街路の交差点付近ではほ

とんど滞留者がみられなかった. 
 時間帯による滞留地点の変化を把握するため

午前・昼間・午後の 3 時間帯に滞留者を分類し

て示した.また平休日の別による滞留地点の変化

を把握するため,平日・休日の 2 つに滞留者を分

類して示した.いずれの分類も CBD エリア内の

広くに分布しており,また同様な地点で複数の時

間帯,曜日で滞留行動の起こっている地点がみら

れる.このため滞留地点のプロットのみでは,具体

的な傾向をつかみにくい. 
そこで可視化する方法として,本研究では滞留密

度と呼ばれる,単位空間内の滞留者数を求めるこ

とで計算される指標を採用する.既存研究では街

路のリンク毎に集計された滞留者数や,等間隔の

区間内で集計された滞留者数を用いた滞留密度

の把握が行われている（以下区間密度と表記）.し
かしながらこの方法では,リンクや区間同士の境

界をまたいだ位置に複数人数の滞留者が観測さ

れた場合,実際にはその境界付近が高密度となっ

ているものの,計算上リンクや区間全体としての

滞留密度を計算することとなる.このため密度を

過大評価あるいは過小評価してしまっている可

能性がある.そこでより地点としての正確な密度

算定のために,本研究では2m四方のメッシュを用
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いた密度算定を行う（以下メッシュ密度と表記）.
これは街路ネットワーク全体にメッシュを敷き

詰め,その中にいる滞留者数をメッシュで区切ら

れた各セルの面積で除すことで滞留密度を求め

るものである（図 3-8）.なおメッシュサイズの設

定は,Hall はパーソナルスペースと呼ばれる,他人

との近接時にとる距離を分類した著書の中で,相
手に手は届きづらいが容易に会話ができる「社会

距離」という概念に従っている.社会距離には 2 つ

の種類があり,近接相(1.2m~2m)は知らない人同

士が会話したり,商談をしたりする場合に用いら

れる距離,遠方相(2m~3.5m)は公式な商談で用い

られる距離としている.この中で近接相は,複数人

が同一の滞留行動（同じグループ）をしている場

合,あるいは同一地点で偶発的に起こった滞留行

動（居合わせた人同士の会話等）を可能な限り同

一のセルにまとめて表現する際に適切な距離で

ある.そこで近接相(1.2m~2m を含むことのでき,
かつ可能な限り最小なセルサイズとして 2m 四方

のセルを採用した. 
メッシュ密度では点の集合体である滞留行動

結果の図を,着色されたセルの濃度で示すことが

できるため,図の視認性向上に寄与する.一方で単

位空間当たりの密度を単に計算するだけでは,滞
留行動の見られなかったセル（密度が 0 となるセ

ル）が大多数を占めることとなり,全体の滞留密度

の低下につながる.また実際には滞留行動地点は

常に変化し,同じ地点で行われるわけではない.そ
こであるセルの滞留密度（行動）は,そのセル近傍

の滞留密度（行動）に影響を受ける可能性も考慮

した分析が求められる.そこで滞留行動の傾向を

表現する方法として,空間補間法を用いた滞留密

度の可視化を行う. 
空間補間法とは限られた地点（滞留行動地点）

のデータを空間的事象の値から,観測されていな

い任意地点（補間地点）における値を推定するも

のである.この推定を行う前提として,空間補間を

行う対象の空間情報には,空間的自己相関が存在

し「距離の近い点は,データの類似性が高い」,つま

りより近い点におけるデータが空間補間を行う

際の参考となるデータとなるということである.
補間のプロセスには最近隣の観測点の値を利用

した補間,近隣の観測地点の値の平均を利用した

補間,また放射基底関数やバリオグラムを利用し

た補間等が存在するが,本研究では近隣の観測地

点間の平均を利用した補間の中でも逆距離加重

平 均 法 （ IDW: Inverse Distance Weighted 
Average）を用いる.この方法は補間地点から観測

点までの距離の累乗の逆数を重みとして加重平

均する方法であり,この方法によって補間法の中

でもより近傍の観測地点を大きく評価した補間

を実施できる.滞留行動の傾向を求めるために,実
際の地点を単に示すのではなく,ある程度範囲を

もって滞留密度を表現するための補間法の利用

ではあるものの,やはり実際に滞留行動のみられ

た地点はデータとして尊重されるべきであると

考え,こうした特性を持った空間補間法を採用し

ている. 
なお補間後のセルの色分けは,滞留密度の値に

対数をとって正規分布に近づけ,標準偏差分類に

より6段階もしくは7段階に分類し着色している. 
街路単位で着目すると，南北の幹線街路である

Na Mueang 通りと Glang Muang 通りは全体と

して滞留密度の高い傾向にある．特にNa Muaeng
通りでは，Sri Chant 通りとの交差点から夜市付

近にかけて，連続して滞留密度の高い区間となっ

ている．また Glang Muang 通りでは高校前とシ

ョッピングモール前で，滞留密度の高い地点がみ

られた．これに対して並行しているLang Muaeng 
 

 
図5-3  IDW補間法のイメージ 

図 5-4  コンケンにおける社会活動の滞留密度(必要活動/任意
活動、時間帯別についても別途可視化した。) 
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通りや Thepharak 通りでは，局所的に滞留密度

の高い地点（大学前）がみられるものの，街路単

位では比較的密度の低い傾向がみられた．また東

西方向の幹線街路である Sri Chant 通りでは，Na 
Muaeng 通りとの交差点以西で滞留密度が連続的

に高い区間となっているが，交差点以東では比較

的 低 い 傾 向 に あ る こ と が 分 か っ た ．

Prachasamoson 通りでは旧バスターミナル前に

局所的な高密度地点がみられたものの，このほか

は低い傾向にあることが分かった．さらに詳細な

スケールに着目すると，夜市が行われる区間やそ

の東側，またオープンスペースであるお堂の一部

で高密度となった地点がみられた． 
屋外行動の分類に従い，滞留者の滞留行動内容に

よって分類した滞留密度を表すと必要活動はほ

ぼ南北の幹線街路である Na Muaeng 通りと

Glang Muang 通りに集中する傾向があり，その

中でも高校や警察署の前といった公共施設の周

辺，またショッピングモール前といった地点の密

度が高くなっていることが分かる．両街路は地域

の公共交通であるソンテオの主要ルートと重な

っており,ソンテオを待つ行動や，また学校への送

迎をする滞留者の存在が高密度となった要因で

あると考えられる．両街路以外では，大学前や旧

バスターミナル，お堂の周辺のような，いずれも

公共施設や公共空間での滞留行動が多くみられ

る傾向にあることが分かる．その一方で任意活動

は，広範囲で滞留行動の高い地点がみられ，必要

活動や後述する社会活動と比較して対照的な結

果となった．必要活動や社会活動で低密度となっ

た Sri Chant 通りの Na Muaeng 通りとの交差点

以西や，Thepharak 通りに高密度となった地点が

みられるほか，南北の幹線街路に接続する細街路

でも高密度な地点がみられる点で特徴的である

といえる．社会活動では連続的に高密度な地点が

みられた必要活動や任意活動と異なり，局所的な

高密度地点が広域に存在する傾向がみられた．高

密度な地点は公共施設の周辺が多くみられるが，

お堂のあるオープンスペースでは，他の屋外行動

に比べて高密度な領域が広く存在していること

が分かる．こうした傾向から，社会活動のような

複数人で行われる屋外行動は，街路上で連続的に

行われる傾向は少ないものの，屋外環境の条件が

適した際に局所的にみられる活動であると考え

られる． 
時間帯に応じた滞留密度に着目すると，午前や

昼間に比べ，午後は滞留密度が高い地点が多く

なっていることが分かる．日中の気温が高く日

差しの強いコンケンでは，午前や昼間の滞留行

動が少なく，日が沈み始める午後は比較的滞留

行動が起こりやすいという時間帯による変化が

みられる．また Glang Muang 通りに面する 2 つ

の高校前では，登下校時間帯にあたる午前と午

後に高密度となるが，授業時間帯となる昼間に

はそれほど高密度とはなっていない様子が分か

る．さらに夜市の行われる街路では，やはり露

店の出店とともに歩行者専用道路として道路規

制がなされる午後に高密度となる傾向がみられ

る．こうしたことから，歩行者行動の傾向は時

間帯によって変化すると言える． 
 さらに平日・休日の滞留密度に着目すると，

登校日となる平日に高校や大学前での滞留密度

が高くなり，休日にはそれほど高くならないと

いう傾向の差はみられるものの，このほかは比

較的同様な滞留傾向にあることが分かる． 
 その他建物用途等の関係についても考察して

おり、H30 報告書に記載している。 
 ポテンシャルマップからは、対象街路沿いの２
つの学校前には,いずれにもソンテオの停留所が
あり,学⽣が活動している平⽇かつ必要活動の密
度が⾼いことが明らかになった。 
南側の学校前では滞留密度(AM)が⽐較的⾼い⼀
⽅,北側の学校前では,社会活動,滞留密度（PM）が
⾼い.これは,学⽣の登下校に関連するものとみら
れるが,北側の学校で起きているような社会活動
が,南側ではマーケットに⾯しているのでその周
辺を回遊しながら発⽣しているとみられ,学校前
⾯での密度はさほど⾼くない.北側はバスターミ
ナルも移転した後であり,他に放課後などの空き
時間での⽬的地がないため,前⾯街路に滞在して
いると考えられる.そのため,横断が頻繁に発⽣す
るであろう,南側の学校での実験実施を念頭に置
いて,⾏政への申請を開始することとした.  
③ワークショップ 
このワークショップは,上記テーマに対して地元
住⺠やソンテオ運営者からの意⾒を集約する⽬
的で開催する. 
事前準備として,まず,2018 年 6 月にコンケン大学

建築学科プロジェクトチームへのヒアリングを

行い,論点の整理を行った.具体的には横浜国大学

生チーム（代表者 3 名）が⼤学院⽣ 5 名に,ワーク
ショップの進⾏⽅法について,提案・説明を⾏った.
ワークショップ当⽇はコミュニケーションを円
滑にするため,タイ語で実施するとし,現地⼤学⽣
にまとめ役・通訳等をお願いする.そのため,今回
は事前にワークショップの趣旨を説明するとと
もに,実際に模擬開催し,ワークショップ進め⽅に
ついての意⾒を頂戴する.今回の模擬実施で,実際
にメインストリートの在り⽅に対する現地学⽣ 
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図5-4 実験対象地候補の学校 

 

 
図 5-5 ソンテオの特徴 

の意⾒も聞くことができた.また,参加者の円滑な
議論のために,コンケン⼤学より過去提供された
地図 CAD データの精度が低いため,ドローン撮影
画像を提供いただくこととした.また,連続⽴⾯に
ついても作成することとした.⽇本にいるチーム
メンバーと現地の様⼦を共有するために,トゥク
トゥクで⾛⾏し,沿道概況を動画で撮影した. 
参加者として想定していた地元住⺠やソンテオ

運営者は,「場」の概念についてはじめて触れるこ
とになるため,横浜国大側から,結節点を含む「場」

の再配置及び周辺の横断行動改善案について,昨
年度からの調査結果及び現地学生の観点(治安/露
店の種類/沿道施設の建設計画/歩道の混雑/立地

に応じたソンテオ停位置)を参考にした,たたき台
素案を作成し,ワークショップの⽬的共有を⾏う
こととした.当⽇利⽤するマップは,「場」,つまり
街路空間への本源需要に関連する駐⾞駐輪状況
と露店分布（ソンテオの運⾏する⽇中の調査結果）
を再現するように,1/400 スケールで作成した. 
たたき台案については,下記に⽰すとおり,⻑期ビ
ジョンとその実現に⾄る契機となるような実験
案を作成することとした.前提条件として,「メイ
ンストリート上のすべての⼈にとって安全・安⼼
な空間をつくること」,「ソンテオや露店のような
既存の交通・社会システムを活かすこと」とした. 
⻑期ビジョンについては,パッケージ C の⽬的に
対応するような公共交通利便性向上と歩きやす
さ向上を⽬指すとし,「横断歩道・信号機の増設」,
「近隣路外駐⾞場との連携」,「路上駐⾞数削減」,
「歩道拡張」,「ドライバーへのソンテオ停での客
待ち情報提供」を設定した. 
実験案については,ソンテオの特徴３点に着⽬し
た. 

Wattayayon School Kanlayanawat School
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図5-6 横浜国大チーム作成によるたたき台案 
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図 5-7 ワークショッププログラム 

 
5.1 に⽰した結節点像とも整合する,ソンテオ利

⽤者を含む,歩⾏者の安全向上にしぼり,ソンテオ
利⽤者が⾃分の存在を知らせられる「エネルギー
ハーベスティング技術をセンサーとして⽤いた,
ドライバーへのソンテオ停での客待ち情報提供」,
「⼀部区間での路駐禁⽌による,歩⾏者の⾒通し
改善」を少なくとも⾏うこととして,実験⽬的を提
⽰した. 
当⽇のプログラムは図 5-7 に⽰すとおりで,コン
ケン⼤学内にて⾏った.3 グループに分かれて実施
した. 
参加者募集はコンケン⼤学研究者（講師）に依頼

したが,７⽉中開催では参加者の都合がつかず,８
⽉に延期開催とした.その結果,コンケン⼤学学⽣
に加え,市役所職員と沿道教育機関の学⽣らが積
極的に参加した.実験実施において意⾒共有が不
可⽋な市役所,メインストリートの利⽤の盛んな
学⽣を巻き込めたことは⼀定の成果である.また,
３者ともこうした機会での発⾔や意⾒集約に慣
れており,短時間ではあったが,マップやイラスト
として明確なビジュアルで意⾒が集約された.建
築を学ぶ⼤学⽣らによる,街路空間上に限らず沿
道機能を含めた幅広い議論ができたことも収穫
であった. 
しかし,課題も明確になった.まず,ワークショップ
の開催場所についてである.複数グループでの作
業を想定したため,設備の充実度から⼤学構内と

 
図 5-8 参加者が作成した交通静穏化の提案スケッチ 

 
図 5-9 ワークショップ実施風景 

 
した.これにより,ソンテオ事業者にも声をかけた
が,コンケン⼤学は市街地から離れているため,業
務との兼ね合いから参加はかなわなかった.また,
参加者の声掛けの順序も⾮常にデリケートに扱
うべきだという点も明らかになった.講師による
と沿道商店主や露店主は,⽇常より路上の使⽤料
に対するメンテナンスの質の程度に対して,市役
所に不満を持っているということから,参加を⾒
合わせるという意⾒が多かったという. 
つまり,衰退傾向にあるとはいえ,地縁組織がある
⽇本の場合と異なり,⾏政に対する意⾒の取りま
とめ機会が少なく,機会があっても⾏政側が企画
するため,参加に⾜が向かないという状況が垣間
⾒えた.さらに,１件ごとの声かけが必要になり,企
画者側の負担が⼤きいことも講師からの意⾒聴
取から⽰唆された. 
3 グループよりの意⾒を集約すると,「ソンテオの
信頼性向上」, 「学校近くでの信号機の設置/稼働
（現況,設置されているが稼働していないものも
ある）」,「学校近くの未活⽤地の将来開発による
沿道機能更新」,「違法駐⾞の削減」,「無秩序な露
店の整理」,「治安の向上」であった.うち,１グル
ープは具体的に交通静穏化案（ソンテオ待ち列の
整理につながるソンテオ停,露店出店ゾーンの設
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置及び⾞道へのはみ出し抑制,学校校⾨前へのハ
ンプ設置及び横断施設充実化,公園のような待ち
空間,学校とマーケットを⽬的地とした送迎ゾー
ンへの学校敷地活⽤）の整理に⾄った.実験では,
当案を具現化することを⽬指すこととした. 
 

④ワークショップ実施結果及びポテンシャルマ
ップ分析結果を反映した第１案作成 
当初,地元⼤学-市役所間での調整で済むという説
明を受けたため,コンセプトを伝えるパース図と
⽂書を作成した.ワークショップの意⾒を反映し,
２つの学校前での提案とした.現地サポートへの
負担を考慮し,2⽇間とし,実際の⾏動変化よりも
再配分に対する意⾒を集めることを意図した.露
天商と市役所の関係性を⽰したとおり,市役所が
中⼼となり調整するため,❹については今回は実
現が難しいと回答を得たため、露天商に意⾒を
伺うのみに留めた。 
 
❶横断の円滑化及びハンプ設置案への対応 
横断歩道上での駐⾞を抑制し,歩⾏者にとって⾒
通しをよくすること,そして現在も露店が出店し
ているがさらに歩⾏者の存在を⽬⽴たせるよう
なCurbsideの活⽤を⾏うこととで,⾞への注意・
減速喚起を試みた.物理的に減速を促すようなハ
ンプ設置や交通島も検討した. 
❷違法駐⾞・駐輪への対応 
Curbside上において,歩⾏者・ソンテオ利⽤者・
沿道業務のための活⽤・短時間かつ⼩⾯積占⽤
で済むオートバイを優先的に扱うゾーンを明⽰
することを検討した.短期間かつ低予算でも実施
できることを重視し,近年アメリカや南⽶で⽤い
られているペイントと植栽で,⾞道との区分を図
ることとした. 
ペイントについては,横浜国⼤側において幾つか
素材を選び,定着性と清掃のしやすさから,ライン
パウダー（炭酸カルシウム）を現地で購⼊し,⽔
で練って⽤いることとした. 
❸ソンテオ利⽤のしやすさ向上 
上記❷と調整しながら,ソンテオ乗⾞ゾーンを停
留所前にカラーリングし,送迎⾞や荷捌きの駐⾞
を抑制する.合わせて,ソンテオのドライバー（1
者）に協⼒を得て,停留所ではドライバーは⾞線
への再合流よりも,乗客が安⼼して乗⾞できるよ
うに停⾞することを優先してもらうこととする. 
そのために,アクティビティデータ取得ツール
（センサー型）も活⽤する. 

 

 
図5-10ペイント素材実験 

 
 

図5-11Curbside優先順位の提案  
 

 

 
図5-11南側学校前での実験イメージパース  
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❹露店主の「ウォッチャー」としての活⽤ 
１名の協⼒を得て,駐輪や清掃に協⼒していただ
く.（代わりに道路使⽤料を減免） 
 
⑤第２案作成及び⾏政会議でのコメント 
案を提出したが,市役所から協議通過の連絡がな
いまま,実施予定⽇に⾄った.横浜国⼤チームがコ
ンケン市へ渡航する⽇程で,地元⼤学が市役所と
アポイントをとり,３者で,⾏政内の関係者間状況
について確認をとった.その結果,横浜国⽴チーム
でプレゼンテーションを作成し,地元⼤学が翻訳
し,⾏政会議で発表することが提案された.市役所
担当者及び地元⼤学からのアドバイスに基づき,
プレゼンテーションには路上インタビュー動画,
コンセプトダイアグラム,⾞線の確保状況,実験当
⽇の作業内容などを差し込むことで,理解を深め
ていただくこととした.結果として⾏政会議では,
３分のみと動画を流すようなプレゼンテーショ
ン時間は与えられなかったとの報告があり,作成
資料は⼗分にいかされなかったと⾔える.3分では
動画がなくとも,丁寧な説明をすることは不可能
であるため,⾏政会議参加者側としては前例のな
いCurbside活⽤案については,検討するまでもな
く却下と捉えていたことが推測される.第１章に
⽰したとおり,地元ワークショップを原案にした
ことや事前調査を重ねた案という点よりも,取り
まとめた横浜国⽴チームの提⽰した⽇本的アイ
デアとして扱われ,「タイの実情は,⽇本とは異な
る」といったコメントがあったとされた. 
なお,これ以後も,毎回市役所の⽅で協議はすると
いうものの,横浜国⼤チームが帰国している間は,
地元⼤学にも状況の報告がない/他の⽤務で時間
が取れていないとのみ連絡がある状況で,渡航し
ている間にのみ打ち合わせが進捗し,対応策の指
⽰があるということが繰り返された. 
このため,実施予定⽇に合わせて横浜国⼤チーム
の⼈員を確保したが,延期や返事待ちにより年度
末まで実施⽇が伸び,想定した旅費内ではおさま
らず,最終的な実施⽇には⼗分な⼈員が確保でき
なかった. 
今回は予算や⼈員の都合上,不可能であったが,実
験調整のために１名⽇本⼈スタッフが⻑期滞在
するなどの措置が望ましいと⾔える. 
当案が,ワークショップ結果を最も反映したもの
であった。 
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図5-12 第2案コンセプト(前⾴から続き) 

⑥市役所からの提案を反映した第３案 
⾏政会議を経て,地元⼤学からは交通管理者に配
慮し,ペイント案を⾏わない⽅が良いのではとい
う助⾔があった.⼀⽅で,市役所担当者側からは
「交通状況の混乱のリスクが⼩さい北側学校で
の実施」,「Curbsideでの占⽤物設置は⾏わな
い」,「ペイントの前例が⾒つかったため,ペイン
トは⾏う⽅針とする」,「前例に合わせて⾚⾊の
ペイントとする」の4点が提案された.そこで,街
区内のCurbsideの包括的なゾーニング案は取り
やめ,ソンテオ停⾞区間と横断歩道を強調するペ 

 
図5-13 第3案コンセプト 

 
図5-14 第4案コンセプト 

 
イント（パタン有無）と歩道上ファニチャーの
有無で場合分けを⾏った３案を作成した.その結
果,⾏政としてはC案のパタン有/歩道上ファニチ
ャー有案で調整を進めるとの回答があった.この
時点で、標識設置の位置が確定したが、⾏政内
の調整結果が得られない状況であり,ソンテオ事 

学
校
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図5-15 ペイント予定範囲のテーピング  

 
図5-16 停留所掲⽰板を⽤いた意⾒収集  

業者への協⼒依頼まで及ばなかった。 
⑦実施した第４案 
第３案についての協議結果が実施予定⽇直前ま
でおりず,直前に,ペイントなし（道路使⽤許可な
し,歩道上占⽤許可のみ）で同様の効果を持たせ
る空間作り/実施するはずだった第2,３案を伝え
る資料作成を⾏い,実施することとした.即⽇で作
成した,実施案の図⾯について再掲する. 
 

(2) 実施段階 
実施内容について動画で記録をとりながら,現地

学生スタッフにシフト制で実施していただいた.
ペイント案よりも,スタッフ数を必要としたため,
カウンター型ツール実験については取りやめた.
実施中に道路使用許可が得られる可能性があっ

たため,ペイント予定範囲をテープで示した.実際

にテープで範囲を明示したことで,実施案のみな

らず,予定していた第３案のスケールや意図を伝

えることができ,意見収集しやすい空間づくりと 

 
図 5-17  センサー型ツールとその機能(精度検証について

は付録参照) 
なった. 
また,停留所の掲示板を用い,第２,３案に関する掲

示やホワイトボードへの自由意見記入の空間を

設けた. 
 

(3) 評価段階 
①結節点提案総体に対して 

ソンテオユーザー(歩行者),自家用車/オートバイ

ドライバー,送迎車利用者,及び露天商に対して安

全性と空間の質に係る５項目について５段階評

価（満点５点）を行った.現地の状況と実現できな

かったペイント案図面双方を見ながらの回答を

していただいた. 
評価はサポートに入った地元コンケン大学チー

ムに行っていただき,①利用者側からの総合的な

印象（受容したか/していないか）を実感しやすい

ように項目を最小限に絞った.そして②行政協議

が難航した Curbside 側の提案に対する意見を取

得することで,次にこうした試みを行う際に役立

てることも意図した. 
ただし,コンケン大学チームがサンプル数の取り

やすい学生登下校ピーク時に限ってアンケート

をとるという現地判断を行ったため,回答者はほ

ぼ学生となった. 
結果としては,概ね高評価だったが,注意喚起の効
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果については相対的に低い評価となった.５段階

評価については露天商と,その他回答者の間では,
有意な差はみられなかった.露天商のみに設定し

た「学生のためのより良い環境のサポート意欲」

の設問からは,ボランタリーでも行う(n=5)/賃金

が支払われば行う(n=9)/歩道の使用料が減免さ

れれば行う(n=9)という回答があり,可能な頻度に

ばらつきはあるがインセンティブがあれば,総じ

て協力したいという意見だった.しかし,「商売の

面から受容できるか」という設問については,はい

(n=7)/いいえ(n=12)と,受容できないという意見

が多く,実施案及び実現できなかったペイント活

用案について良いアイデアだという印象を受け

ているが商売の環境が変わることに不安を感じ

ている.これは当該エリアの露天商はアクセスし

た後,路上駐車し,営業しているためであるとみら

れる. 
今後も活用してほしいデバイスについては,ソン

テオ関連のデバイスに関する継続が多かった.ソ
ンテオのドライバー(1 名)のヒアリングからは,
「停留所に送迎車が駐車しているため,所定の場

所に停められず,こうした取り組みは嬉しい」とい

う意見もあった.一方で,ソンテオ利用については

便利になった(n=7)/変わらない(n=22)/不便にな

った(n=6)と,ネガティブな評価が一定数存在した.
こうした評価は身体的にバリアを持たない学生

であるため,停留所に移動しなくても気ままに停

めて乗れることが便利だと感じているためとみ

られる.  
総括すると,今回の社会実験案はソンテオ乗降環

境改善案としての⾼い評価（特に安全性や快適性）
がみられたが,ソンテオならではの利便性とのト
レードオフや,露天商サイドからの実際の運⽤へ
の不安解消などが課題として挙げられた. 
当初から,日本国内で東南アジア都市の様子をご

存知でない方たちに対しても本実験の意図やプ

ロセスをわかりやすく伝えるために動画を作成

する予定であった .ʼYNU&KKU Joint Project 
Reportʼとして,You Tube にアップしている(約 5
分）. 
(https://www.youtube.com/watch?v=Ne2KpPt
RHv4&feature=youtu.be で限定公開) 
(2)で説明したような主体間で認識のズレや調整

の難しさがあったプロセスを振り返り,他者にも 
 

 
図5-18アンケート結果：属性別集計 

 
図 5-19 今後も活用したいデバイス(複数回答可,歩行者・ドライ

バーのみ回答) 
 

共有しやすいという点でも動画作成の意義を見 
出した .意見交換のためのシンポジウムでも

活用した . 
②センサー型ツールに関する検証 

結節点の要素であるにセンサー型ツールの精度検証

ついては巻末に示している。また、時間帯によって

動かす運用は、露店によってという想定をしていた

が、今回はコンケン大学チームが対応した。 
 

(4) プロセスの妥当性評価 

①現地の実務者ヒアリング 
現地の実務者窓口の市役所担当者がプロセスに

おいて,特に懸念していたのは,車両の接触等に対

する Curbside 上での占用物転倒とそれによる事

故の発生,実験による現場復帰の確実性であった.
また,露天商に対しても,公的に市役所が許可を出

す実験の中に位置づけることができなかった.こ
れらは,日本の道路管理者及び交通管理者による

許可検討と類似の観点である.理由としては,タイ

の関連法も日本と同様,車線の設計や管理のあり

方についてアメリカを参考にしてきた背景があ

り,道路交通法の規定が類似していることが挙げ

られる. 
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②プロセスの妥当性 
上記のとおり,時間の制約もあったため市役所担

当者（あるいは地元大学）を介して,そのほかの部

署との交渉を行っていただき,今後,実験を行う際

に必要な準備資料等を把握することができた.し
かし,行政協議の内情が不透明で地元大学への負

担が大きくなった. 
地元が中心的役割を果たしていくことが最も望

ましいが,本パッケージが目指している「スクール

機能」では,初期の実験提案では外部主体が地元意

見を取りまとめる機会が多いと考えうる.そのた

め,場合によっては,実験を行う前に関連する行政

の全主体に出席していただく勉強会やシンポジ

ウムの機会を設けることで,外部主体と行政側と

のコミュニケーションの機会を増やす,あるいは

行政側に協議事項と決定期限について明示して

もらい,記録をとっておくという準備フェーズが

重要である.昨年度も触れたとおり,タイでは大学

（教授）の役割が重要視されているため,こうした

準備フェーズについて,コンケン大学の関与で円

滑に進むと想定していたが,タイ・日本サイドとも

現場や交渉では若手研究者が活躍する枠組みと

なっていたことも,想定とおりには進まなかった

理由の１つとみられる.実際に講師にヒアリング

をしたところ,行政会議にも講師のみの参加であ

ったことに,行政主体側から驚きの声があったと

いう.メインストリートの交通再配分という重要

課題に対しては,発言内容そのものの精査の前に,
提案者のステイタスや経験値で判断するという

現場の可能性も鑑み,準備フェーズを戦略的にと

ったプロセスとする必要がある. 
③国内への適用への示唆 
前述のとおり,露天商や駐車に対する取り締まり

の運用実態が異なるが,元となる制度枠組みは国

内制度とさほど変わらない.そのため,実験での協

議内容についても類似している.むしろ,日本国内

のほうが交通量や事故などのデータ等にもアク

セスしやすいなど,取組みやすい状況だと考えら

れる. 
国内ではパーキングメーターや道路附属物など

がすでに整備されている状態(コンケンでは例え

ば駐車料金収集は人の手によるものである)であ

ることが影響するとみられる.Curbside の再ゾー

ニング実験は,それらを見直すことであるが,ハー

ドとして現場には残した状態のため,実験時利用

者に混乱が生まれやすいなど,一般利用者側への

周知が入念に必要である. 

5.4 実験総括 
コンケン市での実験は、5-1の提案に近い設え

を可能な限り創出し、意見を収集することとし

た。実験の協力体制に制約もあり、意見のサン

プル数が少ないが、結果として空間への受容が

みられた。また本格運用と向けては、道路占用

料の減免などのインセンティブなしには道路活

用主体の協力体制を得ることは難しいことが確

認された。なお、実験に関する協議が難航した

ため、複数の空間レイアウト代替案検討には至

っておらず、今後の課題である。 

要素の１つである。センサー型ツールは、将来の日

本国内の都市交通においても、様々な文化的背景、

身体的状況の利用者が、気軽に短距離でも乗れる交

通手段のニーズがあると考えられるなか、待ち合い

空間において利用者が自身の存在をスマホベースで

なくともドライバーに通知できる、それが床を踏む

という直感的な行動で実行可能な技術として活用可

能である。通信技術の制約条件より本研究の実験で

は、センシングした結果を標識に点滅表示させるこ

ととしたが、今後、通信技術が改善すれば、センシ

ング結果を電子的にドライバーに伝達するように、

発展させられる。 
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6.1 パッケージ構築方針 
総論として 2章の知見を用いるとともに、4、5章の

知見を活用しながら、『研究の目的・目標』に示した

下記項目に準じてパッケージを策定した。 

 
A.結節点特性別に最適な道路の幾何構成導出方法 
B.地域の気候や文化的背景を反映した運用（催し等

を含む利活用及び維持管理）の観点を踏まえた道路

再配分・道路付属物配置方法 

C.市民のモーダルシフトを促す広域交通計画 

D.運用に係る人的資源育成手法 

 

A については、コンケン市の知見を生かすため、特

に(軌道なし)公共交通/路線バス型パラトランジッ

トのための路上結節点の安全改善の観点を含む再配

分方法を示すこととした。5 章で検討したような

Curbside の再配分のあり方、検討に必要なデータ、

マッピングやワークショップ合意形成の手順につい

て示した。ワークショップ合意形成の留意点につい

ては H30 年度学会発表論文にまとめられている。5.1

に示したような様々な交通手段によるシェアがみら

れる空間像となり、国内での適用については、Place

性のみならず Link 性も高い通り（駅前通りや商業・

業務機能を備えた広幅員街路）に市民の居場所をつ

くる再整備及び道路利活用促進に向くものとなった。 

Bについては、地域の気候や文化的背景は、４章よ

り路上の「時間帯別の場としての利用需要」に反映

されるとして、それらに柔軟に対応し得るような結

節点の運用方針を示すこととし、5.1 の空間像とし

た。 
C については①の知見のうち、5.3 に示したような、

主に Link&Place 論を適用した道路/街路ネットワー

ク上において歩行者や公共交通利用者に配慮すべき

セグメントを明らかにするプロセスを整理した。そ

のために活用し得る、歩行者アクティビティデータ

の可視化方法を構築した。 

他方で、プロセスによって得られた代替案が、実際

に市民のモーダルシフトを促すかという点は検証で

きておらず、今後の課題である。 
D については、5.3、5.4 にまとめたような Aの実用

可能性と B の受容可能性を明らかにした実験段階に

おいて、ケーススタディ都市地元大学・地元行政（道

 
図 5-1 パッケージの構造 

 

路管理者）に「場」の機能のあり方について共有し、

意見を記録することで大学連携の役割分担と留意す

べき課題について明らかにした。車線を用いた実験

について前例がなく、交通管理者との協議が難航し、

想定していた実験が縮小したこともあり、実験検討

を経た人的資源育成 
効果は十分には測れていない点が今後の課題であ

る。 
 

6.2 コンケン市実験からのフィードバック 
H29 年度の技術パッケージ適用により,実現した

空間に対して,利用者及び行政（市役所）から受容

されたといえる.なかでも,行政協議で許可を得た

歩 道 上 を 中 心 と し た 場 づ く り で あ っ た

が,Curbside や横断環境に踏み込んだ提案内容を

伝えるように工夫した点で,ソンテオ利用環境や

安全性向上の面から評価され ,次のステップで

Curbside の再配分を促す根拠データとして残す

ことができた.また,特に標識（センサー型アクテ

ィビティ取得ツール）のように「場の機能」の存

 
 
第６章 技術パッケージ構築 
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在感を高めるようなデバイスが場づくりに組み

込まれることで,スモールアイデアの組み合わせ

であった今回の実験のコンセプトが利用者に伝

わりやすくなったと考えられる. 
一方で実際に Curbside の再配分を許可する権限

を持つ交通管理者や首長レベルでの判断では,街
路のトラフィック機能の充実が現状の最優先課

題である.①地元ワークショップ参加者の幅が限

られていたこと,②地元ワークショップの内容を,
コンケン大学はあくまでサポートにまわり,横浜

国大チームが中心的役割を果たしながらまとめ

たために,地元よりも「（タイの交通事情に通じて

いない）日本人からの提案」としてみなした（そ

のため,行政会議において地元講師によるプレゼ

ン時間を十分にとらないなど,地元大学への負担

が大きくなった） ,③予算と期間の制約から

Curbside の活用時に安全を担保する実験時の構

造の提案まで至らなかったことなど,合意形成プ

ロセスにおける多くの問題点が浮き彫りになっ

た. 
以上を踏まえつつ,パッケージの各項⽬につい

て課題を整理する. 
①路上公共交通結節点の道路幾何構造 
・今回の実験では,メインストリートの主な来街
者に対応するような案となった.しかし,⻑期的に
はバリアフリー⾯などを考慮して,縁⽯や歩道上
のディテールのデザインも必要である.現在も少
数であるが⼿押⾞を必要とする⾼齢者や⾞椅⼦
利⽤者などが,メインストリート利⽤者としてみ
たれた.センサー型ツールなどはこうしたユーザ
ーのソンテオ利⽤への抵抗を軽減するデバイス
として,発展可能性があると考える. 
・昨年度,⼥性⽐率の⾼い露店主を結節点の「ウォ
ッチャー」として位置付けたが,実験に伴うヒアリ
ング結果より,実際に協⼒を得るには,当然のこと
ではあるが荷捌きへの配慮が必要である.また,
「場の機能」の再配分とそれに伴う横断環境の改
善が,商売にとって影響が出ない,あるいは好影響
であることを実証する必要がある.今回は再配分
が⼗分に実施できず,⼗分なデータが取得できな
かった. 
 
②運⽤の観点を踏まえた再配分・道路付属物配置
⼿法 
・データ分析と可視化の解像度を上げる⽅策につ
いては,本章では触れていないので,第 3 章に詳述
する. 

・1-2 に⽰したとおり,場の管理⽅法については,
「⽇本国内のスクールゾーン対策のように,学⽣
という若年世代のためであれば共感が得やすく,
路上メンテナンスの質に影響を与えている露店
主の協⼒も得られる」という仮説の下,実験案ヒア
リングを⾏った.その結果,インセンティブがあれ
ば,露店主が協⼒を受容することが明らかになっ
た.⼀⽅で,コンケン市の事例の場合,道路使⽤料・
占⽤料がメンテナンスにどう⽣かされているの
か,⾏政のアカウンタビリティが⼗分でなく,連携
できていない.⾒える化が課題である 
 
③市⺠のモーダルシフトを促す路上交通結節点
及び周辺⽣活道路の交通計画 
・パラトランジットの利⽤者の安全性認知に関し
て,結節点周辺環境は無視できないインパクトを
持つが,モーダルシフトを促すには,パラトランジ
ットの運⾏システムも同時に改善せねばならな
い. 
・ワークショップやアンケート結果,市役所の意
⾒より,歩道上では歩⾏者と露店,Curbside 上はソ
ンテオを優先することが受容された.しかし,この
場合,路上駐⾞・駐輪の⾏き場が課題となる.今回
の実験では,短期駐⾞のサイクルをさらに促進す
るような⼿⽴てをとったが,⻑時間駐⾞・駐輪の路
外駐⾞場の誘導も本来は⾏うべきである. 
・東南アジア都市の中核都市でも郊外化とモータ
リゼーションにより,中⼼市街地が空洞化してい
ることが明らかになった.ワークショップ提案に
もあったように,今回のような路上実験にとどま
らず「場の機能」対策は,沿道機能（ショップハウ
ス形式の街並み）の今後のあり⽅も踏まえて⻑期
的に⽅針が⽰されるべきである. 
④メンテナンス・道路利活⽤のコントロールに係
る⼈的資源育成に関する⼿法 
・現地ワークショップの企画⽅法については,意
⾒を伺う主体に合わせた開催場所やメンバーの
組み合わせを⾏う. 
・今回は,外部主体（横浜国⼤チーム）がアジア都
市における「場の機能」再配分の受容度を把握す
るという研究⽬的を持つという特殊な状況であ
り,その検証のために理想的な実験案を作成し,地
元チームに⾏政協議を何度も依頼する形をとっ
た.そのため,地元チームへの負担が⼤きく,実施案
についてもあくまで協⼒となり,地元が主体的に
動く体制にならなかった. 
本来,「場の機能」は地元がマネジメントしていか
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ねば持続的でないため,実験についても地元⼤学
が⾃らの案として⾃律的に作成するような役割
分担,そのためのツールボックス提供やコーディ
ネートサポートを外部主体が⾏う⽅針としてい
くべきである. 
・場の機能のポテンシャルマップ,そして観測調
査等からも,現況の Curbside がトラフィック機能
に寄与していないことは明らかであるが,今回の
実験対象地がメインストリートであるため,交通
管理者や⾸⻑に準ずる役職の⽴場からはセンシ
ティブにならざるをえない.東南アジア都市の利
⽤実態は,これまで提⽰してきたとおり,時間帯に
よる道路使⽤の状況やパラトランジットの挙動
などが特徴的で,ミクロシミュレーションなどで
は再現が難しいが,再現度が低くてもモデルを提
⽰することなど,トラフィック機能に関する検討
を⾒える化する必要があるとみられる. 
・⽇本国内においても,未だに社会実験を⾏う際
に,どのような名⽬で道路使⽤許可の申請を⾏う
べきか⼀般には浸透していない.東南アジア都市
では,「場の機能」の再配分に関連するような社会
実 験 の 前 例 が ほ と ん ど ⾒ ら れ な い .そ の た め
Curbside へのツールの設置や設えの許可が今回
のような単発の実験ではおりにくい。 
 
6.3 改良方針 
6.2 に基づき、 
①路上公共交通結節点の道路幾何構造  
・メインユーザーとマイノリティユーザーへの配

慮のあり方 
・複数街区の交通規制/歩道拡幅/Curbside 活用な

ど、場の空間づくりに合わせた留意点 
②運⽤の観点を踏まえた再配分・道路付属物配置
⼿法 
民間主体による「場」づくりのインセンティブ(表
6-1 考慮) 
表 6-１ 「場の機能」に関する受益・制約・負担 

 
③市⺠のモーダルシフトを促す路上交通結節点

及び周辺⽣活道路の交通計画  
結節点周辺の Curbside-歩道-沿道の連続的な「場」

のあり方 
④メンテナンス・道路利活⽤のコントロールに係
る⼈的資源育成に関する⼿法 
行政協議ケース別の段階的プロセス提示 
についてツールボックスとして言及する事で,改
良をくわえることとした. 
 
6.4 改良技術パッケージ 
全⽂は H30 報告書に記載のとおりであり、概要を
ここに記載する。 

(1)路上公共交通結節点周辺の道路幾何構造 [オプ

ション別] 

本パッケージでは、「場」の機能を持つ路上公共

交通結節点周辺の道路幾何構造及びその検討に

関する技術を整理する。 
①結節点周辺の道路幾何構造の検討プロセス 
専門家がコーディネーターとして入りある程度

たたき台を作成した上で、表 6-1 に示した関係者

に声をかけて「場の空間要素と条件」及び「場の

再配置検討」の２フェーズのワークショップを開

く。行政と民間が対立関係にあることも想定され

るので、複数回、場所や日時を変更して開催する。

例えば、問題提起が、地域住民・事業者、公共交

通事業者主導でなされた場合、専門家（少なくと

も交通/公共空間運用のいずれか）のサポートがあ

れば、自主的に開催し、行政側への陳情につなげ

ることができる。 
 

 
図 6-2  検討プロセス（図 6-1 の一部）  

【検討対象】 
「場」の機能の観点から、道路幾何構造改善を検

討すべき路上公共交通結節点は、 
・公共交通事業者や公共交通利用者が、車両の停

留や待ち合いなどの道路/街路空間への本源需要

を、通行・通過交通（派生需要）の残余空間を用

いて、消極的に満たしている状況 
・上記の公共交通利用者の、地域（目的地）—結節

点間アクセスについて安全上の問題がある場合 
・その他の街路利用者と公共交通利用者が快適に

空間を共有できていない場合 
・周辺沿道機能の空洞化が見られる場合 
等が挙げられる。 
 

地権者等

(地権者が所属する)地縁組織

道路管理者・交通管理者

公共交通事業者

占用利用商業者

歩行者/公共交通利用者

受益 行動制約 負担

公共交通利用者
商業者

環境 金銭 作業 金銭

上記以外

上記を
最大化自治体

安全等の
効果による

 左記の
効果による

課題解決
効果による

商業者の
場合 or
長期効果

既存設備
に対して
使用・
占用料

民間参加
サポート
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【ワークショップ開催のための準備】 
下記の調査からデータを収集する。データの集計

の過程で課題についても記録を行う。課題分析に

は、プレイスメイキング評価指標 PPE(H29 年度

報告書)を用いることもできる。 
*観察調査 
・現状の対象空間の利用実態が、昨年度提示した

いずれの「場」の類型と合致するか。合致する場

合、「あふれ出し」の場、「生業」の場、「市民生活」

の場が、それぞれ、どの程度の面積を占有してい

るかデータを収集する。 
・観測された状況に対して、アジア都市では気候

的条件の影響も大きいため、この点を踏まえなが

ら考察を行う。 
・占有時間帯についても記録する。カメラによる

観測が難しい場合は、1~2 時間単位で区切って現

地を訪れて記録する。 
 
*リアルタイムでの結節点利用実態データ 

定量的な結節点利用者数（公共交通利用者/一般

歩行者）データを可能な限りとる。 
この段階で、今年度滞留検知もある程度可能であ

ることを提示できたエネルギーハーベスティン

グ技術活用のアクティビティデータ取得ツール

が活用できる。歩行者がカウンターを避けて通ら

ないように設置する。ポテンシャルマップ作成の

過程で、人々の滞留行動の受容は数メートルスケ

ールで変化することが明らかであり、当ツールが

あることでローコストかつ電源箇所に縛られず、

様々な場所で継続的にデータをとることができ

る。なお、公共交通事業者が乗客データを取って

いる場合は、提供してもらう。 
 
*その他：可能であれば来街者への路上環境に関

するアンケート結果、バリアフリーの観点からの

ヒアリング結果 
 
【PHASE 1 空間要素ワークショップ時】 
３章に示した場の類型別の特徴と意義を示した

上で、地域の文脈や想定される利用者層の違いか

ら、空間規模/時間帯別運用状況/収益事業の有無/
ファニチャーの種類/利活用内容の差別化を図る。 
また、東南アジアに見られるような賑わいや地域

の生活感を感じさせる景観を創出したい場合は、

占用コンテンツのバリエーションの豊かさを確

保する必要がある。前面店舗の補完的な役割を果

たすなど、占用内容のコンテンツが多様であるこ

とが自生的な棲み分けにつながる。 
一方、国内都市では地域民間組織は、景観配慮の

観点から占用物の統一（色彩、規模、コンテンツ、

それらのいずれか）に取り組むが、そのために目

的を果たせない場合もある。地域活性化の目的で

プレイスメイキングに取り組む際に、例えば、’美
容室前はオープンカフェを好まない’など、沿道地

権者とコンテンツやその規模のマッチングの問

題で配置に合意が得られず、賑わいを生むような

密度の高い活用ができない場合もある。 
 
【PHASE2 再配分ワークショップ時】 
英国における Link and Place ワークショップ手

法を参考に進行する。 
図面上に、事前データを用いて作成した各「場」

の占有状況、通行・交通量の状況を示すシール（剥

がせるもの）を配置し、それらを用いて、再配分

の代替案を作成する。Link and Place 勢力圏分析

を事前に行っている場合はそのデータも参照す

る。「場」の周辺では人の活動が多様になるため、

「場」付近の横断行動の安全性改善はセットで検

討する。 
 
代替案提案のためのディスカッションの際には、 
・Curbside 利用の優先順位を決定する。すでに複

数交通手段で共有し、かつ公共交通遅れや安全の

点から問題がない場合は、多様な利用者層を受け

入れている現況の運用状況を尊重する。 
・結節点周辺歩行者空間は、「市民生活」の場の要

素を増やすこと（先述プレイスメイキング評価指

標 PPE を参照できる）例えば、東南アジア都市の

場合は「座り場（道路付属物）」、「交差点」に地元

の関心が薄いなど、高齢者の利用が多い箇所では

結節点周辺空間への座り場のニーズが大きいな

ど、地域性を鑑みてワークショップで専門家側か

らディスカッションのテーマに組み込むべきで

ある。 
・カフェやキオスク（露店含む）は「ウォッチャ

ーや清掃協力者」としての機能を果たしうるため、

沿道が空洞化している場合など、「市民生活」の場

形成に活用する方策を検討する。その際には、使

用料・占用料減免などのインセンティブがあった

方が協議が円滑となる。アジア都市の場合は、多

くの出店可能場所があるため、あまり問題になら

ないと考えられるが、国内の場合、機会の公平性

の観点から公募制を取る必要がある。また、通行

量が少ない箇所など結節点の立地によっては、事

業が成り立たないこともありうる。アクティビテ

ィデータ取得ツールで取得したデータは、結節点

別のウォッチャーのニーズや事業性の検討に活

用可能である。 
・通行量が常に多い箇所では民地活用の可能性も

検討する 
・パラトランジットの停留所（乗車用）はパラト

ランジット車両の特性を踏まえた構造とする。例

えばソンテオの場合、Curbside に歩行者が降りる



 
 

34 

前提である。停留所では、停留所設備がない場所

で停めた場合よりも安心して乗れるように、バリ

アフリー対応を徹底することが考えられる。段差

処理を検討するほか、今年度のエネルギーハーベ

スティング技術センサー型ツールと標識の連携

のように Curbside にでなくてもドライバーに利

用を知らせる仕掛けを検討する。 
という条件で行う。 
 
*場の確保方法のオプション 
対象となるような幹線街路の場の確保の方法に

は、①全車線交通規制（トランジットモール化）

/②歩道拡幅/③Curbside 活用がありうる。沿道の

自家用車、荷捌きのアクセス需要、駐車場立地、

周辺渋滞の可能性等との兼ね合いから、多主体に

理解を得るという観点からの取組みやすさの順

は③→②→①である。 
しかし、③については今年度の実験における協議

から明らかなように、アジア都市の場合、路上駐

車等ですでにトラフィック機能にあまり寄与し

ていない場合も、歩行者空間とする場合には事故

リスクに対応するような構造物を準備した上で

なければ、実験の協議も難航する。しかし、配置

位置やスケールがわからないままに、構造物のみ

整備することはできないというジレンマが生じ

る。そうした中で、次出【代替案の実験検証】下

線部部分のような、コンセプト実験をあらかじめ

行い、配置位置やスケールへの受容性を把握する

ステップを踏むことは重要である。 
 
【代替案の実験】 
ワークショップで作成した代替案は、実験を通じ

て検証する。 
横断行動の安全性改善、結節点そのもののデザイ

ン及び社会実験の合意形成手法については、我が

国の実践事例も参照することができる。関連文献

を再掲する。結節点デザインについては H29 年度

に整理したトランジット・ストリート(Transit 
Street)’結節点デザインの原則’も有用である。 
また、アジア都市における実験実施のハードルは

管理者が提示するリスクへの解決対応である。ワ

ークショップの事前に、協議事項整理、提示され

る協議プロセスに関する情報の記録をとってお

く。また、前述の場の類型に応じたリスク対応の

あり方も整理しておく。前述の、場の確保方法オ

プションによっても、リスクと効果が変化する。 
 
【代替案の実験検証】 
代替案実験の際には、市域への交通流への影響や

安全性向上の観点に加えて、事前に歩道・

Curbside の「場」の改善状況をはかる指標を決定

しておき、前後比較することが望ましい。従前よ

りも多様な道路/街路利用者層を内包できている

かに着目する場合は、Gehl によるアクティビティ

種類や人々の属性の多様化に着目する手法が適

用できる(第 2 章参照)。Gehl の手法は、「市民生

活の場」づくりに実務で用いられており、Gehl 
Institute ホームページ上でオープンソース化さ

れている。公共交通利用者にとっての空間の質に

焦点を当てる場合は、プレイスメイキング評価指

標 PPE が適切である。 
他方で H30 年度の実験のように、合意形成の状況

次第では、歩道上のみなど安全性や快適性などを

向上するに十分な設えが取れない場合もありう

る。こうした場合は、行動変化が起きる可能性が

極めて低く、上記のような評価指標は用いられな

い。現場に理想案のコンセプトを知らせる仕掛け

（再配分したいエリアのサイズや位置の実空間

での可視化、動画や資料展示・意見収集ブース設

置、ツールの実寸プロトタイプ体験など）をつく

り、コンセプトに対する市民や来街者の受容度を

把握し、アーカイブして、次の実験のステップに

備える。 
 
【改良方針作成/再配分の実行】  
評価の結果から、改良方針を作成していく。 
 
 
(2)運用の観点を踏まえた再配分・道路附属物配置手

法[共通] 

パッケージ項目 1)では結節点単体をメイン対象

としたが、本パッケージでは、そうした路上結節

点が 1~複数立地する街路区間を対象とする。結節

点の持続的運用を目的としながらも、街路総体と

してアジアらしい「場」の機能を維持し得る再配

分及び道路附属物配置手法を提示する。 
ここでは道路附属物として、特に、公共交通の待

合施設に焦点を当てる。前述のとおり、アジアら

しい「場」とは、住民生活に密着した「あふれ出

し」の場、「生業」の場のことであり、地元の人々

に愛着を持たれ、まちなか回遊の動機になってい

る場合もある。これらを削減・排除するのではな

く、最適配置することで魅力を活かし、問題を緩

和する方策を示す。 

 
図 6-3  検討プロセス（図 6-1 の一部）  
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【広域の道路/街路ネットワーク上の場の性能評

価方法】 
H29 年度に整理した Link and Place の性能評価

方法を参照する。 
パッケージ項目１）で再配分方針が決まった後で、

地元での運用上の留意点を整理するために用い

る。そのため、来街者の利用実態をマッピングす

るパッケージ項目 3）とは役割が異なる。 
 
【「場」占用状況把握】 

パッケージ 1)で用いた情報を再整理し、「あふ

れ出し」の場（路上駐車・駐輪部分含む）、「生業」

の場のおよその分布[マップ A]と街路に占める占

用面積割合を求める。 
 
【既存結節点から 200m 圏：道路附属物を含むハ

ードに対する診断】 
昨年度の調査より、来街者は結節点周辺について

は、アジアらしい「場」に対してよりも、歩道幅

や横断施設などのハードの質を厳しく見て、印象

評価していることが示唆された。 
そこで結節点から徒歩圏（第 3 章のデータも参考

に、200m 程度とする）道路/街路環境のハード整

備状況を診断する。診断については、破損などの

問題点をカテゴリー分けして、地図上におとして

いく[マップ B]。歩道１m あたりに問題点が多い

箇所は、原因を考察するために日中と夜間におい

て重点観察調査を行う。マップ A、B を重ねるこ

とで、問題箇所について管理を担うべき「場」あ

るいは主体が示唆される。 
 
【既存結節点から 50m 圏：交通運用状況】 
ハード診断と同様の手順で、交通運用状況（特に

公共交通のアプローチのしやすさの観点から駐

車・駐輪）についても診断を行う。[マップ C] マ
ップ A、C を重ねることで、問題箇所について管

理を担うべき「場」あるいは主体が示唆される。 
東南アジア都市のように、公共交通に限らず複数

の交通手段が結節点として Curbside を共有する

ことで、個々に分散するよりも管理負担負担がか

かりにくく、また拠点性も比較的高い計画ができ

る可能性があるが、時間帯での進入優先順位変更

や取り締まり、誘導の必要性がある。こうした方

法を取り入れる場合は、先に述べた「ウォッチャ

ー」の活用も考えられる。 
結節点周辺から道路横断が安全かつ容易に⾏え
るよう、横断歩道・信号を設置すること、東南
アジア都市で、そうした運⽤が未だうまくいか
ない場合は、⾃家⽤⾞ドライバーが⾃然に⾛⾏

速度を落とすように（公共交通/パラトランジッ
トの乗り⼼地のため、物理的ハンプ設置は優先
しない）、⼈間活動中⼼の再配分やイメージハ
ンプなどを組み合わせる。 
 
 
【仮設専用物含むマネジメント】 
上記をもとに、街路全体への関係者総体の満足度

がより向上するように、「あふれ出し」の場、「生

業」の場に対して、管理方法及び交通運用ルール

の提案及び共有を行う。その際に「場」を単に縮

小するのではなく、占用利用者の再配置や占用利

用者らが拠り所としている道路インフラ整備を

工夫する方針とする。（交通問題の観点から縮小

すべき可能性がある場合は、そうしたデータを事

前に入手・作成する） 
従来、アジアらしい「場」に関しては、類型区分

に基づく分析が少なく、占用利用そのものの存

続・拡大/廃止・縮小に議論が偏りがちである。そ

こで、各利害関係者の視点から「場」類型別の印

象診断シート(次頁表 2)を作り、問題の構造及び長

所を見える化することで 
・客観的に環境改善に向けた議論 
・ステークホルダーどうしの協力提案 
・ステークホルダーが重視する観点から重み付け

による検討  
例１：街路のメインユーザー層 or 非ユーザー層

の観点  例２：災害時、平常時 
が可能となる。また、市域に対して Link/Place 勢

力圏分析分析を行ったデータがある場合は、

Link/Place のステータスが同様の街路と比較す

ることで、対象街路の相対的な特徴を導き、マネ

ジメント方法に生かすことが可能である。 
 
(3)市民のモーダルシフトを促す路上公共交通結節点及

び周辺生活道路の交通計画 

自治体の交通行政がLink and Placeの知見を用

い、「場」の機能を考慮した都市交通計画ビジョ

ンを作成することで、都市内の幹線道路のあり

方を大きく見直すことができる。特にLink/Place
の勢力圏分析(次頁6-5)により、両者のステータ

スとも高いと明らかな道路/街路セグメントは、

公共交通コリダーとして成功する可能性が見込 
まれる。これまでは、車中心であったそうした

区間に対して、

 
図6-4  検討プロセス（図6-1の一部） 
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表6-2 診断シート例 

 
交通計画の中で重点街路として位置付け、公共

交通優先とする投資を行うことで市民のモーダ

ルシフトを促す契機となる。 
具体的には、上記に示した Link/Place の勢力圏

分析を行うことで、「場」のポテンシャルが可視

化される。勢力圏分析のプロセスには、地域の

成り立ちに詳しい景観分野の専門家の参加によ

り、質を担保できる。公共交通コリダーとして

の具体的なデザインコンセプトは、トランジッ

ト・ストリート診断方法（H29 年度）を参照す

ることで、作成することができる。なお、ジャ
カルタやバンコクにみられるように、コリダー
となりうる街路沿いの街区は⼤きく、街区内か
らのアクセス利便性や回遊性が低いことが多
い。コリダー整備とあわせた沿道⺠間開発が進
む際には公共貢献制度として、通り抜け路地の
整備を義務付けるべきである。 
「場」という、従来の交通量等調査方法では考慮

せず、また状態が把握できなかった概念を勢力圏 

 

 
データで見える化すると、「場のビジョン」の必要

性が共有されやすく、関連ステークホルダーとの

検討の機運を高めることができる。H30 年度の

「場」の活動ポテンシャルマップ作成手法（広域

で午前/午後別）、それによって重点区間をある程

度選定し、カウンター型ツールで終日データをと

ることで可能である。 
ポテンシャルマップ作成⼿法は、本章第 5 章に
詳しく述べたとおりである。 
 
(4)メンテナンス・道路利活用のコントロールに係る人的

資源育成に関する手法[オプション] 

 
本研究は、自治体行政を主対象としたパッケージ

提案だが、理念について冒頭にまとめたとおり、

官民協働が望ましく、民間を巻き込む動機付けが

必要である。他方で、パートナーとなりうる地域

民間組織は、こうした「場」の機能からの道路/街
路づくりに取り組み開始時点ではコミュニティ
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図 6-5 Link and Place 分析での考慮要素（アジア都市の場合：H29 年度成果） 

利用実態

通行
空間

整備・運用状況
間化

Catchment(勢力圏) Performance(性能)
観点2: 現況のハード評価観点1: ポテンシャル分析

道路ネットワーク：
　通りかかりやすさ
　（道路中心線）
  
  メッシュあたり人口密度
あるいは居住域
公共施設/
オープンスペース/
夜市通り・ブールヴァール
から徒歩圏範囲
住民委員会の位置

距離/時間、台（人数）/時間 人数・面積/時間

幅員 幅員あるいは数

※後述3)発電床で取得可能に

GPSなど

GISに整理

観点3:（災害）復旧拠点性

調査結果から
アジアでの変更

空室状況

道路インフラ
（舗装、水道・排水）

占用棲みわけ
サイクル

が共通する領域

Catchment(勢力圏)

GISに整理

図 6-5 Link and Place 分析での考慮要素（アジア都市の場合：H29 年度成果） 
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形成途上あるいは衰退がみられるなど、問題を抱

えていることも多い。あるいは、問題を抱えてい

るからこそ「場」に着目しはじめたとも言える。

例えば、我が国の地方都市では地縁組織が弱体化

し、代わりに NPO、エリアマネジメント組織が台

頭し、本研究で定義した「市民生活」の場を日常

的に創出しようと努力しつつある。しかし、最終

的には「場」づくりには地縁組織や沿道地権者の

協力が不可欠である。そこで、「場」づくりを主導

的に進める地域民間組織と他民間団体といった

複数主体をつなぎ、技術的にサポートする中間支

援組織の存在価値が大きい。 
そこで交通計画・運用/景観/公共空間運用分野の

専門性を備える人材がおり、地域の利害関係が絡

みにくく、中立的に人々を繋ぐことができる、大

学の活用による担い手教育を人材育成手法とし

て提案することとした。 
 
大学の役割のオプションとしては、 
a) 行政職員へのレクチャー 
b) 土木・建築・都市計画分野を備えた大学の

ない自治体へのスクール機能  
c) 「場」に係るデータリサーチ  
d) 多主体体制構築の機会となる地域拠点を設

置し学生実践の場とすること 
が考えられる。特に、c)、d)に関しては、パッケー

ジ 1)に含まれている実験プロセスを円滑に進め

る上で鍵を握る 
 
大学の活用の課題を把握するために、今年度はコ

ンケン大学との協働で実験とその評価を行った。 
a)については、市役所職員からの評価（第 5 章）

より、需要があることが明らかになった。 
b)のスクール機能については、 そもそもそうした

大学がないと、「場」の機能づくりに考えがおよば

ないため、a)の機会を増やし、情報交換を行った

上で街の骨格を新しく創る開発プロジェクト(国
内では、本パッケージの導入対象としてもっとも

想定されるのが、駅前通り)に合わせて行うなどの

戦略が必要である。 
また、国際的な連携では日本とアジア都市は互い

に学ぶべき点があり、共通の課題や背景も明らか

になった。会議を主催するなど人材交流を深める

ことが望ましい。 

c)については、言語が異なっていてもある程度ノ

ウハウを共有できたと言える。 
d)については、中心市街地に実際に拠点の一室が

あることの重要性が明らかになった。（ワークシ

ョップへの多様な地元ステークホルダー参加促

進、実験機材の保管のため） 
 

(5)実用化に向けた課題 

当技術パッケージは「場の機能」の概念、想定

すべき事項を網羅した総論である。しかし、実

務の場では、目的に応じて各事項を選びながら

適用することが想定される。想定されるケース

についてはパッケージの冒頭で触れているが、

今後ガイドライン素案として冊子にまとめ、ヒ

アリング先を増やし、各項目の具体化をさらに

図る必要がある。また、パッケージ想定外の事項

が発生した際に、交通管理者・道路管理者および

場の機能に係る専門家の３者の観点の見解を伺

える窓口（組織体制）づくりも実務では必要とな

るだろう。 
また、ポテンシャルマップ等のデータ収集

については、国内の社会実験等の予算内で

実施すると、財源確保面など制約を受けや

すい。そのために提案したような（地元）大

学等が、普段よりデータを集める体制で、実

験時にすぐアクセスできることが望ましい。

しかし、本研究のパッケージでは大学側が

こうしたデータを集めることのモチベーシ

ョン、つまり集めたデータの有効活用方法

までは示せておらず、今後の課題である。 

 こうした展開を確保するために、すでに交流
のあるロンドン⼤学及びコンケン⼤学等の海外
のPlace論研究者、国内の道路設計・運⽤を専⾨
とする研究者との学術交流機会をつくっていく。 
 
(6)理論としての発展に向けて 

基礎的研究は今回の研究群で実施済みであり、今

後の「場の機能」に関する理論発展については、
特定地域における継続的適⽤によるパッケージの
プロセス改善や、歩⾏者等データ取得技術の精度
を⾼めることが必要だろう。 
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本項では前述の実施実験のうち,アクティビティデータ取得ツール検証成果(H30 年度)に焦点を当てる. 

(1) アクティビティデータ取得ツールの概要 
1)カウンター型ツール 
①アプリ操作方法 
[導入方法]使用したい PC の適当なフォルダに「SMS.exe」をコピーしてからソフトを起動 
[ドライバインストール] 
  USB ドライバは下記 URL からダウンロードを行って,インストール 
  http://www.ftdichip.com/Drivers/VCP.htm 
 
※COM 番号（COM5,COM6）が COM10 以上振られた場合は,プロパティを開いてポートの設定にある

詳細設定で COM9 以下になるように再設定. 
 

   
  図 1 アプリセッティング画⾯ 

 
 

 
 
付録 アクティビティデータ取得ツール 

の実用性検証 
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[使用方法] 

 
図 2 アプリ起動画⾯ 

 
①：マットの人の数（状態）を表示  ②：マットの自転車の数（状態）を表示 
③：マットの合計数を表示  ④：マットの踏まれた場所（順番）を表示 
⑤：ログファイルの保存場所を表示  ⑥：ログファイルのファイル名前を表示 
⑦：直近のログデータを表示  ⑧：保存フォルダの指定,スタート,ストップ,表示のリセットを設定 
⑨：マットの COM 番号を設定  ⑩：チェックをすると,次回ソフト起動時,自動スタート 
⑪：チェックをすると,マット配置の反転に対応 
 
始めに２のドライバインストールで行った COM 番号を⑨で設定 
保存フォルダを⑧選択ボタンで設定し,スタートボタンを押すと計測を開始 
[ログファイル] 
 ログファイルは,1 回踏まれる（判定する）ごとに 1 つ作成され,ファイル名前は以下になる. 
 SMSL+年+月+日+時+分+秒.csv 
 SMSR+年+月+日+時+分+秒.csv 
 
 例：SMSL20170413130624.csv 
   左右反転無し 2017 年 4 月 13 日 13 時 6 分 24 秒の判定データ 
 
例：SMSR20180504104711.csv 
   左右反転有り 2018 年 5 月 4 日 10 時 47 分 11 秒の判定データ 
 
②解析仕様 
 床が踏まれると,3 秒間どのように床が踏まれたか記録し,解析とログ出力が行われる. 
[通信仕様] 
下記 URL から USB シリアルドライバをダウンロードして PC へインストール 
http://www.ftdichip.com/Drivers/VCP.htm 
teraterm などの通信ソフトからシリアルポート接続を行う 
・通信速度：250.0kbps   ・ストップビット：1bit 
・データ：8bit      ・パリティ・フロー：なし 
[解析] 
初めに踏まれた床から 3 床目までの信号期間を解析し,左右判定と人・自転車判定を行う（7km/h 以上

なら自転車と判定） 

 

① 
② 

③ 
④ 

⑤ ⑥ 
⑦ ⑧ 

⑨ 

⑩ ⑪ 
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左右判定（3×3 の場合） 
  ・1 床目が Y,1 なら右判定（例：1,1→1,2→1,3） 
  ・1 床目が Y,3 なら左判定（例：2,3→2,2→2,1） 
  ・それ以外で最後床が Y,1 なら左判定（例：2,2→2,1） 
            Y,3 なら右判定（例：3,2→3,3） 
歩行者判定 
 7km/h で 60cm 間を移動した場合 300ms なので判定値としては半分の 150ms とする 
  ・a 期間が 7km/h 以下なら人判定（a>150ms） 
  ・b 期間が 7km/h 以下なら人判定（b>150ms） 
  ・c 期間が 7km/h 以下なら人判定（c>150ms） 
  ・ab 期間と bc 期間の割合が±30%外なら歩行者判定（ab/bc*100） 
  ・それ以外なら自転車判定 
自転車判定（例外） 
  ・ab 期間が異常に速い場合は自転車 2 台判定（ab<50ms） 
  ・bc 期間が 0 の場合,t 期間が 7km/h 以上なら自転車判定（bc=0 and t<150ms*｜ax-bx｜） 
  ・ab 期間が 0 かつ bc 期間が 0 の場合自転車不明判定(ab=0 and bc=0)  
  （3 床踏まれたにもかかわらず電波状況が悪く 1 床や 2 床しか受信出来なかった場合の救済） 
 
2)センサー型ツール 
センサーマットにエネルギーハーベスティング技術を用い,無線センサーと組み合わせる事で,滞在を検

出し 点灯させるため,通常の標識よりも警告効果 が高くなる. 照明に LED を使用するため,視認性が高

く,長寿命である.標識 BOX には光センサを内蔵しており,昼間はバック ライト（白 LED）が消灯し,滞
在を検出した場合は滞在表示灯（橙 LED）が点灯する.バックライトは,夜間のみ点灯とする. 
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1

a：1 床目の信号出力期間 
b：2 床目の信号出力期間 
c：3 床目の信号出力期間 
ab：1 床から 2 床が踏まれるまでの期間 
bc：2 床から 3 床が踏まれるまでの期間 
t：全床の信号出力期間 

床番号 
右 → 

1,1 1,2 1,3 
2,1 2,2 2,3 
3,1 3,2 3,3 

・ 
・ 

・・ 
・・ 
・・ 

・ 
・ 

・ 
・ 



 
 

41 
 

 

 
図 1-49 センサー型ツール概要 
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図 3 トラブルシューティング 

 
 
 

(2) 検証⽅法 
 1)設置⽅法 
①カウンター型ツール 
カウンター型ツールは,現場で 6×4 個のユニットをボタンで組み合わせ,設置する.段差解消のため,その
上からさらにマットをかぶせる.こうして設置したツールで,実験対象地の通⾏状況（朝昼ラッシュ時）
を 3 回観測した. 

 
図 4 カウンター型ツール設置方法 

 
②センサー型ツール 
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図 5 センサー型ツール設置方法(再掲) 

 
2)取得データの活⽤⽅法 
①カウンター型ツール 
⾞などで,設置場所を移動できるカウンター型ツールについては,設置箇所間の相対的な歩⾏者数の⽐較
ができる.設置のために 2 名程度のスタッフは必要になるが,⼈の⼿によるカウントよりも,総作業時間が
⼩さいため,⾼頻度で調査を⾏いやすいという強みがある.なお,ペイント活⽤実験案に合わせて実験時の
歩⾏者の状況把握を予定していたが,直前での実施案変更により,アプリの⼊った PC などを管理するス
タッフが⾜りなくなったので設置を取りやめ,後述のとおり,平常時の分析結果を実験レイアウトに活か
すこととした. 
 
②センサー型ツール 
３秒以上滞留者を検知し,標識の LED センサーの ON/OFF を切り替え,明滅を⽣じさせる. 
 

(3) 検証結果 
①カウンター型ツール 
❶精度 
H29 年度までの成果より,今年度の⽬標は,「歩⾏者検出精度を６割以上,かつ精度⼀定に保つこと」であ
ったが改良を加えたが,問題点が多く存在することが明らかになった. 
・歩⾏者としての検出率が 5 割以下にとどまる⽇があった. 
・マットの⾊を緑から灰⾊に変えたため,歩⾏者のうち昨年度よりもカウンター⾃体を踏む⼈の割合は
増えたが,未だ６〜８割にとどまった. 
・踏んだ⼈の検知で最も問題であるのは,折り返しなど,複雑な動きを取りがちな「⼤勢の歩⾏者が発⽣
した際にうまくカウントできない（最も歩⾏者が多かった 21 ⽇朝ラッシュ時が,カウンターの集計では
最も歩⾏者数が少なくなっている）」,「⾃転⾞利⽤者はゼロだが,⼀定数の歩⾏者を⾃転⾞として判別し
ている」という２点である. 
 
❷原因分析 
 
問題点の原因分析のため,次⾴に⽰すとおり単独通⾏者及び 2~4 名のグループ通⾏者の挙動をより細か
く集計した. 
正誤分析の結果のうち,以下の点についての検証・改良方法を示す. 
----------------------------------------------------------------------------------- 
A.1 人でツールを踏んだ場合に,誤判別が正判別を上回った原因 
B.1 人でツールを踏んだ場合に,ツールが反応しなかった原因 
C.2 人以上でツールを踏んだ場合に,1 人にしか反応しなかった原因 
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表 1 カウント数と動画データ（⽬視）の⽐較  

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
[1 人にしかツールが反応しなかった場合] 
→2 人以上でツールを踏んでいることが分かるが,ログを見ると,1 人が踏んだマスしか反応せず,他の人が踏んだマは反応していない 
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[2 人以上にツールが反応した場合]→ログを見ると,1 人が踏んだマスも他の人が踏んだマスも反応している 
図 6 ログから分析した反応状況の特徴 

 
 
A.1 人でツールを踏んだ場合に,誤判別が正判別を上回った原因 

想定されうる原因の１つは,ツールが 2 マス以上反応しても,ログの結果が D（歩行者 1 人,方向不

明）になる場合があることである.2 マス以上反応するとき,歩行者は 2 歩以上ツールを踏まなくてはい

けない.そのため,動画を見て判断した結果は A または B となる.しかし,2 マス以上反応しても,ログの結

果が A または B にならず D になることがあるため,誤判別が生じる. 
反応したマスの順番もログに記録されているため,2 マス以上反応すれば方向を判別することができ

る.したがって,2 マス以上反応したときには,ログの結果が D になるのではなく,必ず A または B になる

ようにすれば,誤判別を少なくできる.1 人でツールを踏んだ場合の誤判別 36 人のうちログの結果が D
である人が 11 人いるため,この 11 人を正しく判別できることになる. 

 
2 点目は,ツールが 1 マスだけ反応したとき,ログの結果が H となることである.歩行者 1 人が 1 歩だ

けツールを踏んだとき,動画を見て判断した結果は D になる.しかし,ログの結果は H となるため,誤判別

となる.今回の実験のように自転車が通らない歩道では,ツールが 1 マスだけ反応したとき,ログの結果が

D となるようにすれば,誤判別を少なくできる.1 人でツールを踏んだ場合の誤判別 36 人のうち,動画を

見て判断した結果が D で,ログの結果が H である人が 3 人いたため,この 3 人を正しく判別できること

になる. 

 
図 7 ログデータ分析結果 

動画 ログ 
（⾚枠は反応したマス） 
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3 点目は,ツールの発電能力が低く,ツールが 2 マス以上反応しない場合があることである.「ツールの端

を歩行する」を「ツールを足の裏全体で踏んだのが 1 歩以下である」と定義し,「ツールをしっかりと

歩行する」を「ツールを足の裏全体で踏んだのが 2 歩以上である」と定義する.足の裏がツールか

らはみ出しているとき,圧力のかかるマスが少なくなったり,圧力が小さくなったりする.そのため,
ツールの端を歩行した場合,ツールが 1 マスしか反応しないことはあり得るだろう.一方,ツールを

しっかりと踏んだ場合,足の裏全体で踏んだのが 2 歩以上であるため,2 マス以上反応できると考え

られるが,1 マスしか反応していない場合が多かった. 
ツールをしっかりと踏めばツールが 2 マス以上反応できるように,ツールの発電能力を高めれば,

誤判別を少なくできる.ツールをしっかりと踏んだ 17 人は,動画を見て判断した結果は当然 A また

は B になっているが,ログの結果は H となっており,ツールは 1 マスしか反応していない. 
 
B.1 人でツールを踏んだ場合に,ツールが反応しなかった原因 

１点目はツールの端のみ踏む利用者多いことだ.客観的に分析するために,歩行者がツールのシートの

端を踏んだだけで,モジュールが明らかに反応できないような場合でも,ツールを踏んだと見なした.1 人

でツールを踏んだ場合に,ツールが反応しなかった 11 人のうち,6 人はシートの端しか踏んでいない. 
2 点目の原因は,発電能力の低さである.11 人のうち 4 人は,1 歩以上ツールを足の裏全体で踏んでお

り,ツールは反応するはずだが反応していない. 
 
 C.2 人以上でツールを踏んだ場合に,1 人にしか反応しなかった原因 

まず想定される原因は,B と同様ツールの端を歩行したことである.ツールの端を歩行すると,圧力のか

かるマスが少なくなったり,圧力が小さくなったりし,ツールが反応しないことは起こりうる.そのため,
ツールをしっかりと歩行した人にだけ,ツールは反応したのだろう. 

動画を見ると,端を歩行した人は,並列で歩行している場合が多かった.ツールの幅と同じ幅員で,はみ

出ることのできない歩道にツールを置けば,並列で歩行しても,ツールをしっかりと歩行してもらえるの

ではないだろうか. 
 2 つ目の原因は,これも B と同様発電能力の低さである.しっかりとツールを踏んでいるにもかかわら

ず,ツールが反応しなかった場合があった.1 人にしかツールが反応しなかった場合のツールが反応しな

かった人 7 人のうち,2 人はしっかりとツールを踏んでいた. 
----------------------------------------------------------------------------------- 
 
以上の結果を総括すると,「約 3 秒の間を空けずに後ろについて⾏くと,1 ⼈として⾒なされてしまう」と
いうグループ検出の弱点が,全体の検出率を下げていることが確認された.この弱点を克服するために,昨
年度よりもモデュールを⼩さく/個数は多くしたが,あまり効果が上がらなかったと⾔える.複数人でツ

ールを踏まなければあり得ない,ツールの反応の仕方があった場合,1 つのログを複数人にカウントすれ

ば,カウント率を高くできる可能性はある. 
 
❸開発者からのフィードバック 
こうした状況について,開発者との確認を⾏った. 
[第⼀回 打合せ 平成３０年１１⽉２６⽇ １３：００〜] 
[第⼆回 打合せ 平成３１年１⽉７⽇ １３：００〜] 
測定データ（ログデータ）引き渡し 
集計⽅法を説明,データ解析⽅法について討議 
実験結果から出た問題点,改善点について討議 
通⾏量カウンター,滞在検出システムの今後の利⽤⽤途について討議 
本システムの⽇本においての利⽤⽅法について検討 
以上の討議では,下記のような意⾒が得られた. 
・さらなる多くのパターンのログデータ解析による,判定プログラムのアップデートで改善していく. 
・解析⽅法も簡単にできるようにする必要がある. 
・ログデータの⼊⼒で判定プログラムの補正値が算出されるようなものを作るなどが対応策として考え
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られる. 
・ユニット⾃体の感度を上げるために,床のサイズを再度細かくする事や並べ⽅の検討で改善していく. 
 
❹社会実験のレイアウト検討への活⽤ 
以上のような問題点が多いため,動画撮影の結果を踏まえながらであるが,レイアウト検討に役⽴てた.具
体的にはカウンター型ツールからは歩⾏者の通⾏⽅向の傾向,動画からはラッシュ時の歩道幅員を⼤き
く占めるような 3~4 ⼈グループでの通⾏や滞留の歩道上での発⽣頻度が明らかになった. 
これらより,歩⾏者に⾒つけられやすく,通⾏を妨げないようなセンサー型ツールのマットの設置箇所を
決定した. 
 
❺実⽤化に向けて 
開発者からのフィードバックでは,現状機能を保持したままでの精度向上⽅策が提⽰されたが,昨年度の
結果も踏まえると,利⽤者が多い場合,⼈数のカウントや,⼿段,⽅向の判別を両⽴させるのは難しいと考
える.そこで実⽤化に向けて,下記のとおり,提案する. 
 
[対策１.設置場所により,ツールを使い分ける] 
設置箇所間の相対的な歩⾏者ボリューム⽐較に⽤いることとし, 
・国内でも歩⾏者と⾃転⾞の動線区分が進みつつあるため,そうした箇所では歩⾏者のみの数量及び⽅
向カウントするツールとしてシンプルにする. 
・グループ移動や変則的な挙動が発⽣しやすいい交通量が多い箇所では,さらにカウントのみをできる
ツールとする. 
[対策２.⽬的によりツールを使い分ける] 
・街のあらゆる街路の利⽤者の⼈数を調べる（社会実験実施箇所の選定,⼩売業者の⽴地場所の特徴把握）
ことが⽬的の場合,⼈数のカウントだけをできるツールを⽤いる. 
・⾒通しの悪い交差点での⾃転⾞や歩⾏者の進⾏⽅向を判別し,それを運転⼿に素早く伝達することで
交通事故を防ぐことが⽬的の場合,⽅向の判別を⾏うツールを⽤いる 
 
また,上記の２対策について,そもそも避ける⼈が出ないように,シートのデザインをさらに⼯夫する,あ
るいは歩道に隙間なく設置することが前提となる. 
 
②センサー型ツール 
センサー型ツールについては,マットの利⽤実態と標識の稼働状況をビデオ撮影(実験期間のうち 2 ⽇
間)により観測した.撮影したビデオを元に,どうすればよりマットを踏んでもらえるか,標識はしっかり

と点滅しているか,等を考察した.なお,利⽤者に機能を説明し,踏んでもらうように,学生スタッ

フが補助している. 
 
❶精度 
【分類の要素】1.ツールを踏んだか /2.センサーが適切に反応したか /3. ソンテオが停車した

か/ 4. ソンテオに乗車したか /5. ツールを意識して踏んだか 
 
結果として 2.センサーの反応が 30%にとどまっている. 
スタッフが声をかけると,利用者は積極的に用いようとし,「こうしたツールが欲しかった」と

いう声が聞かれた. 
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図 8 センサー型ツールの反応精度 

 
❷開発者からのフィードバック 
上記の結果について,カウンター型と同様に,開発者からのフィードバックをいただいた. 
・ソンテオが標識に気づいてから⽌まるまで,ある程度の距離が必要になる.そのため,標識とマットとの
距離がどうしても必要となる.現在のマットは BLE 無線で標識と通信しているため,距離に 10m という
制限がかかってしまう. 改善案としては, 無線⽅式を変更し,通信距離を⻑くする.それに伴いマットの
発電量を向上させることで改善していく. 
・マットと標識の距離の問題も絡んでいるが,カウンターと違い,床側の発電状況で⾶ばす無線の内容を
変えているため,マットに乗る⼈の体重や,乗り⽅でばらつきが多い事が精度が下がっている原因と考え
られる. 改善案としては, カウンターと同じくログデータをとれるようにし,解析を⾏っていき,判定条
件をアップデートするような構造とする事で精度を向上する. 
 
❸実⽤化に向けて 
カウンター型よりも,機能がシンプルであるため,上記❷のフィードバックへの対応を⾏うことで,ある程
度の問題は解決するとみられる. 
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